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 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

個人住民税に関する事務　全項目評価書

評価書番号

2

  令和6年3月15日

目黒区は、個人住民税に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱
いに当たり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権
利利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその
他の事態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もって
個人のプライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。

 評価実施機関名

特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

目黒区長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項
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　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容

項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策
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 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 個人住民税に関する事務

 ②事務の内容　※

　地方税法に基づき、納税義務者から提出された申告書及び給与支払者・年金保険者から提出された
給与・年金の支払報告書をもとに個人住民税を計算し課税する。
　また、納税義務者が納付した個人住民税を区の歳入として受け入れ、納付額が課税額より多い場合
は超過額を還付し、又は未納分への充当を行う。
　これらの業務を行うに当たっては、次の事務において特定個人情報を取り扱う（詳細については別添１
を参照）。

１　納税義務者・国税庁・給与支払者・年金保険者・他地方公共団体から課税情報を取得する。
２　課税に必要な生活保護等の情報を照会する。
３　住民登録がない者の情報を住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」という。）を経由し
て照会する。
４　課税情報を作成する。
５　納税義務者・特別徴収義務者に税額を通知する。
６　個人住民税に関する口座振替及び振込事務に必要となる口座情報の登録管理を行い、口座登録情
報をもとにした各金融機関への口座振替（振込）依頼を行う。
７　納付書や口座振替等の納付の受入れを行い、各賦課データの納付状況の管理を行う。
８　課税情報に基づき、申請に応じて課税証明等を発行する。
９　再発行納付書の出力、還付充当処理など、納付に関連する事務を行う。

 ①システムの名称 個人住民税システム

 ②システムの機能

１　納税義務者管理
　　課税権のある住民に関する情報を管理する。
２　当初資料管理
　　給与支払報告書や申告書等の当初賦課資料の個人の特定及び管理を行う。
３　課税情報管理
　　当初賦課資料により賦課した所得・控除・税額等の情報を管理する。
４　税額情報管理
　　税額の徴収方法・納期・期別税額・納税額等の情報を管理する。
５　扶養情報管理
　　扶養関係の情報を管理する。
６　通知書発行
　　納税通知書等を発行する。
７　証明書発行
　　課税証明等を発行する。
８　他団体通知
　　他団体に住民登録外課税通知等を発行する。

 ③対象人数 [ 30万人以上

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

]

○

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （

国税連携システム、地方税ポータルシステム、課税資料イメージ管理システ
ム、収納消込システム、口座管理システム、国民健康保険・国民年金・後期
高齢者医療・介護保険・児童手当等の他の業務システム、コンビニ交付シ
ステム

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2

 ①システムの名称 収納消込システム

 ②システムの機能

１　消込処理
　　納付書、口座振替データをもとにした一括処理での消込処理を行う。
２　収納状況照会
　　各賦課データ毎の納付状況を照会する。
３　還付充当処理
　　納付による過誤納が発生した場合にその還付又は充当処理を行う。
４　再発行納付書発行
　　窓口での支払いのための再発行納付書を発行する。
５　決算処理
　　年度末での決算に伴い、滞納繰越処理等や統計資料の作成を行う。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 口座管理システム

 ②システムの機能

１　口座情報登録
　　申請のあった口座情報の登録･変更・廃止を行う。
２　口座情報照会
　　口座情報登録後の照会を行う。
３　口座振替依頼情報作成
　　各金融機関への口座振替依頼のため、当該口座振替依頼情報を作成する。
４　口座振替結果受入
　　口座振替依頼情報をもとにした各金融機関での口座振替結果データの受け入れを行う。
５　口座振込依頼情報作成
　　各金融機関への口座振込依頼のため、当該口座振込依頼情報を作成する。

○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
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] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 共通連携基盤システム

 ②システムの機能

１　申請管理機能
　　申請者が地方公共団体に対し申請手続等を行うマイナポータルと標準準拠システムの間を連携する
機能
２　庁内データ連携機能
　　標準準拠システムが、他の標準準拠システムにデータを送信又は他の標準準拠システムからデータ
を受信することを効率的かつ円滑に行う機能
３　住登外者宛名番号管理機能
　　庁内で管理する住登外者（既存住民基本台帳システム以外の標準準拠システムにおいて住民とは
別に管理しておく必要がある者をいう。）を一意に特定するための住登外者宛名番号を付番・管理する
機能
４　団体内統合宛名機能
　　団体内統合宛名番号を付番し、中間サーバーと連携する機能
５　ＥＵＣ機能
　　職員自身が表計算ソフト等を用いて情報を活用するために基幹業務システムのデータを抽出、分
析、加工、出力する機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム5

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１　符号管理
　　情報の照会及び提供に用いる個人の識別子である「符号」と、統一識別番号とを紐付け、その情報
を保管・管理する。
２　情報照会
　　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報(連携対象)の照会をするとともに、照会した
情報の受領を行う。
３　情報提供
　　情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報の照会があった旨を受領するとともに、当該
特定個人情報(連携対象)の提供を行う。
４　個人住民税システム接続
　　中間サーバーと共通連携基盤システムの団体内統合宛名機能との間で照会内容、提供内容、特定
個人情報（連携対象）等について連携する。
５　情報提供等記録管理
　　特定個人情報(連携対象)の照会又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する。
６　情報提供データベース管理
　　特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する。
７　データ送受信
　　中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で、照会、提供情報
等について連携する。
８　セキュリティ管理
　　暗号化／復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リスト情報を管理する。
９　職員認証・権限管理
　　中間サーバーを利用する職員の認証を行うとともに、当該職員に付与された権限に基づいた各種機
能や特定個人情報(連携対象)へのアクセス制御を行う。
10　システム管理
　　バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼動状態の通知及び保管期限切れ情報の削除を行う。
１１　自己情報提供
　　情報提供ネットワークシステムを介して自己情報に対する提供の求めを受領し、当該の特定個人情
報（連携情報）及び自己情報提供用添付ファイルの提供を行う。
１２　お知らせ
　　お知らせ情報提供対象者へのお知らせ情報の送信依頼に対し、情報提供ネットワークシステムを介
して、お知らせ情報の提供と、その状況確認依頼に対し回答結果の受領を行う。

○

[ ○ ] その他 （
他の業務システム、サービス検索・電子申請機能（マイナポータルぴったり
サービス）、中間サーバー

）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム6

 ①システムの名称 国税連携システム

 ②システムの機能

国税庁にe-Tａｘで申告された所得税申告書等データ及び国税庁に書面で申告された所得税申告書等
データを総合行政ネットワーク(LGWAN)を通じて送信するシステムである。次の処理を行う。

１　確定申告書データ（ｅ－Ｔax・ＫＳＫデータ）のダウンロード
２　地方公共団体間におけるデータの回送
３　確定申告書イメージデータ（ＫＳＫイメージデータ）のダウンロード
４　確定申告データの検索・印刷・ＸＭＬファイルのＣＳＶ変換

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム7

 ①システムの名称 地方税ポータルシステム(ｅＬＴＡＸシステム）

 ②システムの機能

給与・公的年金支払者などから、eLTAXを通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領
し、給与所得及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務者及び年金保険者に送付するシス
テムである。次の処理を行う。

１　給与支払報告書や公的年金等支払報告書等データのダウンロード
２　特別徴収税額通知書データの送信
３　申告データの審査及び照会
４　申請・届出データの審査及び照会
５　ふるさと納税に係る申告特例通知書の送信

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム
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] 庁内連携システム

 システム8

 ①システムの名称 課税資料イメージ管理システム

 ②システムの機能

紙もしくはデータで提出された、給与支払報告書や公的年金等支払報告書、住民税申告書などの課税
資料を、画像化（イメージ化）して一括保存し参照する。

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム9

 ①システムの名称 住民基本台帳ネットワークシステム

 ②システムの機能

１　本人確認情報検索
　　統合端末により、４情報（氏名・住所・性別・生年月日）の組み合わせをもとに本人確認情報の検索を
行い、一覧を画面上に表示する。

２　地方公共団体情報システム機構への情報照会
　　全国サーバーに対して、個人番号又は４情報の組み合わせによる本人確認情報の照会要求を行
い、該当する個人の本人確認情報を受領する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ ）

] 税務システム
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 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠

・番号法（※１）第９条第１項及び別表第１の２４の項
・別表第１主務省令（※２）第１６条
（※１）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第
２７号）
（※２）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一の主務省
令で定める事務を定める命令（平成２６年内閣府・総務省令第５号）

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

個人住民税ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性

　個人住民税の賦課決定を行うに当たり、課税資料の正確な個人特定を行うとともに、所得情報、障害
者の資格状況、生活保護等の受給情報を把握する必要がある。
　また、納付に関する事務を行うに当たっては、納付状況の確認並びに収納事務、口座振替事務及び
口座振込事務を行う上で正確な個人特定を行う必要がある。

 ②実現が期待されるメリット

　課税資料の個人特定の正確性が向上するとともに、正確な所得情報及び控除情報を把握することが
できることから、課税の精度が高まり、もって公平・公正な課税を実現することができる。
　また、遠隔地の扶養親族の所得照会等、地方税関係情報を活用することによる課税事務の効率化並
びに個人特定の正確性が向上することにより、収納状況の照会等収納事務の効率化及び振替口座の
登録管理の効率化を図ることができる。
　また、個人番号カードによる本人確認、個人番号の真正性確認が可能となり、行政事務の効率化を図
ることができるとともに、個人番号カードのＩＣチップに格納される電子証明書の情報を利用して、コンビ
ニエンスストアから課税証明等の取得が可能となる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の３８の項並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省令
（※）の該当条項

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の次の項並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省令（※）
の該当条項
・別表第2の1、2、3、4、6、9、11、13、18、25、32、34、37、38、39、40、41、42、47、48、49、51、53、54、
56、62、67、68、73、75、76、78、79、80、81、82、83、84、89、90、97、104、114、116、121、122、124、
130、134、135、137、140、141、142、147、148、149、151、152、155、157の項

※主務省令：行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第２の
主務省令で定める事務及び情報を定める命令（平成２６年内閣府・総務省令第７号）

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 区民生活部税務課

 ②所属長の役職名 税務課長
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ネット

住基ネット

端末
（統合端末）

中間

サーバー

給
与
支
払
者

納付書

年報

確定

申告

寄附金

申告特

例通知

金
融
機
関

目黒区

納付書

住民税

申告書

納税通知

課税証明

データ

連携

データ

連携

情報

連携

情報

連携

デ
ー
タ

連
携

1

2

3-1

4 5

4 5

6

8

10

11

3-3

3-4

3-5

3-6

7-1

7-2

9-1

9-2

デ
ー
タ

連
携

情
報

連
携

デ
ー
タ

連
携

デ
ー
タ

連
携

給報

eLTAX

システム

凡例

特定個人情報あり

特定個人情報なし

3-2

税額通知税額通知

情報提供ネットワークシステム

コンビニ交

付システム

証明書交

付センター

コ
ン
ビ
ニ

課税証明
12

デ
ー
タ
連
携

7-3

国税連携

システム

ガバメント

クラウド
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（備考）

　目黒区の個人住民税事務は、納税義務者から提出された申告書及び給与支払者・年金保険者から提出された給与・年金の支払報
告書に基づき住民税を計算し課税する。
　また、納税義務者が納付した個人住民税を区の歳入として受け入れ、納付額が課税額より多い場合は超過額を還付し、又は未納分
への充当を行う。

①　宛名システムから住民記録情報を取得し対象者情報を作成する。
②　生活保護情報を入力する。
③　情報元から提出される課税資料等（区申告書・確定申告書・回送資料・公的年金等支払報告書・給与支払報告書、寄附金申告特
例通知書など）情報を直接又は個人住民税システム以外のシステム（国税連携・ｅＬＴＡＸ）経由で収集し、それらを画像化及び数値を電
子化した申告等情報を作成し、住民記録情報等により作成された課税対象者に申告等情報を紐付けし、それらを統合・賦課決定した
賦課資料ファイルを作成する。なお、紙資料で提出された課税資料についてはデータエントリー委託業者によりデータ化される。画像化
された課税資料はイメージ管理システムに保存される。
④　申告等情報に該当する課税対象者が存在しない場合は情報元への税務調査を行う。
⑤　情報元への税務調査の結果、住民登録はないが目黒区で課税となる（住登外課税）者は、個人番号を取得するとともに課税対象
者として登録し課税を行う。
⑥　情報元への税務調査の結果、区外の納税義務者であることが判明した場合は、直接又は国税連携等経由により、他地方公共団
体へ資料を回送する。
⑦　数種の課税資料データを統合し、賦課決定を行うとともに、税額通知書等の印刷・封入委託を行い税額通知等を送付する。
⑧　口座登録情報に基づき金融機関に口座振替の依頼を行う。
⑨　決定・通知された賦課情報を各事務システム等へ連携（移転又は提供）する。また、区で住登外課税した者の住民登録している他
地方公共団体に対し、区で課税した旨の通知を送信する。
⑩　納税義務者からの請求に応じ、課税証明等を発行する。
⑪　住民基本台帳ネットワークにより本人確認情報を照会・受領する。
⑫　住民税システムの課税証明等情報をコンビニ交付システムにデータ連携する。納税義務者からコンビニエンスストア等のマルチコ
ピー機を利用した課税証明等の請求があった場合は、証明書交付センターを通じて目黒区のコンビニ交付システムへ請求情報が送信
されて課税証明等を発行できる。
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[ ○] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

 ③対象となる本人の範囲　※ 個人住民税の納税義務者及びその扶養親族

 その必要性 個人住民税において公平かつ適正な課税を行うため。

 ④記録される項目 [ 100項目以上

[ ○

[

[ ] 医療保険関係情報 [

）

3） 50項目以上100項目未満
1） 10項目未満

4） 100項目以上
2） 10項目以上50項目未満

＜選択肢＞

]

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 障害者福祉関係情報

 ②対象となる本人の数 [ 10万人以上100万人未満

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

個人住民税ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

] 個人番号対応符号 [ ○

・連絡先等情報

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ [

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ○

・業務関係情報

[

[

 その妥当性

・個人番号　申告情報の個人を正確に特定するため
・その他識別情報（内部番号)　収納ファイルと突合し、対象者を正確に特定するため
・4情報(氏名、性別、生年月日、住所）　通知書の送付先情報等として使用するため
・連絡先（電話番号等）　本人等に申告内容の確認等を行うための連絡用として使用するため
・その他住民票関係情報　課税対象者の賦課期日時点の世帯情報を把握するため
・国税関係情報　申告区分、納税者番号等を記録することにより、個人住民税の公平かつ適正な課税を
行うため
・地方税関係情報　所得、控除等を記録することにより、個人住民税の公平かつ適正な課税を行うた
め。また、口座振替の実施及び振替結果の確認を正確に行うため
・生活保護・社会福祉関係情報　個人住民税の非課税判定等のため
・年金関係情報　年金からの特別徴収税額を決定等するため

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成28年1月

[ ] その他 （

[

[

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○

] 災害関係情報

] 学校・教育関係情報

 ⑥事務担当部署 区民生活部税務課

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 健康・医療関係情報] 地方税関係情報

] 年金関係情報

] 児童福祉・子育て関係情報

○ [ ○
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 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 給与支払者 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人

（ 生活福祉課　障害者支援課

 ⑤本人への明示
地方税法第45条の2から第45条の3の3まで及び第317条の2から第317条の3の3までの規定に明示して
いる。また、個人住民税の減免事由は法定事項である。

 ⑥使用目的　※
・課税の根拠となる課税資料を基に納税義務者の特定を行い適正な課税額の算出を行うため
・納税義務者の正確な個人特定を行い、口座登録情報を適正に管理するため

 変更の妥当性

 ③入手の時期・頻度

当初賦課時に入手
　申告情報等（給与支払報告書・公的年金支払報告書・確定申告書・住民税申告書・寄附金申告特例
通知書）
　生活保護情報
　障害者情報
随時に入手
　新規の申告情報　所得税の各種資料等　口座情報
定期的に入手
　年金特別徴収に関する情報

 ④入手に係る妥当性

・地方税法第45条の2から第45条の3の3まで及び第317条の2から第317条の3の3までの規定に基づき、
本人からの申告書又は給与支払報告書若しくは公的年金等支払報告書により入手する。
・本人からの口座振替申請により入手する。
・本人負担の軽減のため、減免に必要な事項を庁内連携により入手する。

住民基本台帳ネットワークシステム、国税連携システム、地方税ポータルシ
ステム

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム

（ 他地方公共団体 ）

[ ○

[ ○

[

[ ] 電子メール [

] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑧使用方法　※

１　課税対象者情報の管理
・賦課期日時点で本区内に住所を有する個人又は本区内に事務所・事業所若しくは家屋敷を有する個
人で本区内に住所を有しない者で、所得に係る各種申告書等（確定申告書、個人住民税の申告書、給
与支払報告書、公的年金等支払報告書等）の提出があった者及びその扶養親族を登録し管理する。
・納税義務者等より提出される課税資料を登録する。
・国税庁より提供される法定調書を登録する。
２　課税事務
・各種資料から、徴収区分を決定し、課税額を決定する。
・特別徴収義務者に対し税額決定通知書を送付する。給与に係る特別徴収納税義務者に対しては、特
別徴収義務者を通じて税額決定通知書を送付する。
・普通徴収納税義務者及び年金に係る特別徴収納税義務者に対し、税額決定通知書を送付する。
３　収納事務
・住所情報、口座情報などから本人確認及び口座確認を行い、振替(振込)口座の管理を行う。
・収納状況の確認を行う。

 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

税務課、戸籍住民課、北部地区サービス事務所、中央地区サービス事務所、南部地区サービス事務
所、西部地区サービス事務所、情報政策課（※）
※情報政策課はシステムの運用管理部署

 使用者数 [ 100人以上500人未満

）

] 本人又は本人の代理人

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （
国税庁　年金保険者　地方公共団体情報システム機
構　内閣総理大臣

）
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[
] フラッシュメモ
リ

[ ○

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する

 情報の突合　※

１　課税対象者情報の管理
・住民異動により変更された特定個人情報については、団体内統合宛名システムを介し、個人住民税
ファイルと宛名番号で突合し更新する。
・本人又は本人の代理人が提出した申告書等又は他行政機関等から入手する申告書等の内容と、本
区で登録されている宛名情報を突合し、氏名、住所を確認する。
２　課税事務
・減免申請書の減免理由と、情報提供ネットワークシステムにより参照した生活保護情報又は障害者情
報を突合し、減免内容を確認する。
３　収納事務
・収納情報と突合して収納状況の確認を行う。
・口座情報と突合して登録口座の確認を行う。

 情報の統計分析
※

課税状況の分析等のための「市区町村課税状況等の調べ」等各種統計処理のみ行い、特定の個人を
判別するような情報の統計や分析は行わない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

 ①委託内容 給与支払報告書・公的年金等支払報告書などの紙資料の電子データ化作業

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

5

 委託事項1 給与支払報告書等のデータエントリー業務委託

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満

 ③委託先における取扱者数 [ 50人以上100人未満

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

 対象となる本人の
範囲　※

紙での提出があった資料の申告者全員

 その妥当性

給与支払報告書・年金支払報告書などに記載される事項は、データでの提出、紙提出にかかわらず全
て個人住民税システムに取り込む必要があるが、紙提出の資料については、提出があった資料に係る
申告者全てのデータ化を民間事業者に委託することで、コストの削減と品質を確保した効率的な業務運
営を行うことができるため。

[ ] その他 （

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

 ⑧再委託の許諾方法

 ⑨再委託事項

 ⑤委託先名の確認方法 問い合わせがあった場合は随時回答する。

 ⑥委託先名 株式会社ニューコン

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託しない

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する
]

＜選択肢＞

]

（ ）　件

＜選択肢＞
2） 委託しない1） 委託する

・申告情報等に基づき個人住民税の賦課決定等を行う。
・生活保護や災害等の理由による減免決定を行う。

2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

] 専用線

）
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 委託事項2

 ①委託内容 特別区民税・都民税の税額決定通知書などの帳票印刷・印字・封入封緘・発送作業

特別区民税・都民税に関する通知書等の帳票作成・印字・封入封緘委託

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの一部

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

]

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他 （ ファイル転送サービス（親展通信）

 対象となる本人の
範囲　※

納税義務者及びその被扶養者

 その妥当性
通知書等の大量発送物の印字・封入封緘作業を委託することによって、コストの削減と品質を確保した
効率的な業務運営を行うことができるため。

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

] フラッシュメモ
リ

[ ○

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

]

] 紙

 ⑨再委託事項 印字・封入封緘作業後の通知書等の納品に係る運搬業務

 ⑤委託先名の確認方法 問い合わせがあった場合は随時回答する。

 ⑥委託先名 日本電算機用品株式会社

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

事前に書面による申請を受け、区は再委託内容・再委託先・理由等による許諾を判断する。許諾する場
合には、再委託先事業者は、委託業者が果たすべき安全管理措置と同等の措置を講ずる能力のあるこ
とが確認された事業者に限定することとし、委託業者は再委託先と締結する再委託契約において、委託
業者と同等の安全管理義務を課すものとする。

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[

] 専用線

）

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]
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 委託事項3

 ①委託内容
個人住民税システムの障害監視作業、障害復旧作業、パッケージアプリケーション保守作業、ジョブス
ケジューリングや帳票印刷等のシステム運用作業、制度改正に伴う改修作業、職員からの問い合わせ
に対する調査、作業指示に基づくデータ抽出等

 対象となる本人の
範囲　※

納税義務者及びその被扶養者

 その妥当性
特定個人情報ファイルに記録されている情報については、いずれも本委託業務において取り扱わなけ
ればならなくなる可能性があるため

システム運用・保守業務

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

]

 ⑤委託先名の確認方法 問い合わせがあった場合は随時回答する。

 ⑥委託先名 株式会社アール・ケー・ケー・コンピューター・サービス

再
委
託

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[
] フラッシュメモ
リ

[ ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ [

[ ○ ] その他

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

事前に書面による申請を受け、再委託内容・再委託先・理由等により、許諾を判断する。許諾する場合
には、再委託先事業者は、委託業者が果たすべき安全管理措置と同等の措置を講ずる能力のあること
が確認された事業者に限定することとし、委託業者は再委託先と締結する再委託契約において、委託
業者と同等の安全管理義務を課すものとする。

 ⑨再委託事項
必要データの抽出・取込み作業、システムの一部機能についての開発元等関係事業者による保守・改
修対応等

個人住民税システムが格納されているサーバー等での作業となるため、直
接的な特定個人情報ファイルの提供は行わない。

（

＜選択肢＞
1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

＜選択肢＞

]

] 紙

] 専用線

）

]
2） 再委託しない1） 再委託する

＜選択肢＞
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宛名システム運用・保守業務

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

＜選択肢＞

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上
4） 100人以上500人未満
2） 10人以上50人未満

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満

 委託事項4

 ①委託内容
宛名システム（支援措置対応機能を含む。）の障害監視作業、障害復旧作業、パッケージアプリケーショ
ン保守作業、ジョブスケジューリングや帳票印刷等のシステム運用作業、制度改正に伴う改修作業、職
員からの問い合わせに対する調査、作業指示に基づくデータ抽出等

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ○ ] その他 （

] 紙

] 専用線

）

 対象となる本人の
範囲　※

上記２．③の「対象となる本人の範囲」に同じ。

 その妥当性

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満 ]

 ⑦再委託の有無　※ [ 再委託する

 ⑧再委託の許諾方法

事前に書面による申請を受け、再委託内容・再委託先・理由等により、許諾を判断する。許諾する場合
には、再委託先事業者は、委託業者が果たすべき安全管理措置と同等の措置を講ずる能力のあること
が確認された事業者に限定することとし、委託業者は再委託先と締結する再委託契約において、委託
業者と同等の安全管理義務を課すものとする。

 ⑨再委託事項 上記①の委託内容のうち、必要最小限の範囲内で区が認める事項

 ⑤委託先名の確認方法 問い合わせがあった場合は随時回答する。

 ⑥委託先名 未定

再
委
託

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

システム操作上での参照の可能性あり（直接的な特定個人情報ファイルの
提供は行わない。）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ○
] フラッシュメモ
リ

[ ○

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

16



 委託事項5

 ①委託内容
ガバメントクラウドでの申請管理機能・団体内統合宛名機能を含む個人住民税システム等の事務処理
システムの基盤環境の構築、運用、システム移行業務、システムデータの滅失等に備えたバックアップ
データの保管等

共通連携基盤システム運用・保守業務

 対象となる本人の
範囲　※

上記２．③の「対象となる本人の範囲」に同じ。

 その妥当性

 ③委託先における取扱者数 [ 10人以上50人未満

 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

[ 特定個人情報ファイルの全体

 対象となる本人の
数

[ 10万人以上100万人未満

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満
1） 1万人未満
＜選択肢＞

]

2） 特定個人情報ファイルの一部
1） 特定個人情報ファイルの全体
＜選択肢＞

]

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上5） 500人以上1,000人未満

 ⑧再委託の許諾方法

事前に書面による申請を受け、再委託内容・再委託先・理由等により、許諾を判断する。許諾する場合
には、再委託先事業者は、委託業者が果たすべき安全管理措置と同等の措置を講ずる能力のあること
が確認された事業者に限定することとし、委託業者は再委託先と締結する再委託契約において、委託
業者と同等の安全管理義務を課すものとする。

 ⑨再委託事項 上記①の委託事項のうち、必要最小限の範囲内で区が認める事項

 ⑤委託先名の確認方法 問い合わせがあった場合は随時回答する。

 ⑥委託先名 株式会社日立システムズ

再
委
託

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ○
] フラッシュメモ
リ

[ ○
 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ○ [

[ ○ ] その他 （

3） 50人以上100人未満
1） 10人未満
＜選択肢＞

]

）

] 紙

] 専用線

2） 再委託しない1） 再委託する
＜選択肢＞

]

システム操作上での参照の可能性あり（直接的な特定個人情報ファイルの
提供は行わない。）

[ 再委託する ⑦再委託の有無　※
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] 移転を行っている （ 45 ） 件

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 62 ） 件 [ ○

 ③提供する情報
地方税法その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定により算定した税額又はその算定の基礎
となる事項に関する情報（以下「地方税関係情報」という。）であって主務省令で定めるもの

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

情報提供ネットワークシステムを使用して提供する提供先については、別表１に記載

 ①法令上の根拠 別表１に記載

 ②提供先における用途 別表１に記載

[ ] フラッシュメモリ [

1） 1万人未満
＜選択肢＞

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者及びその扶養親族のうち、提供先において事務を処理するために必要な範
囲

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 提供先1

 ②提供先における用途 給与特別徴収税額決定情報を特別徴収義務者が把握する。

 ③提供する情報 給与特別徴収税額

[

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

給与特別徴収義務者

 ①法令上の根拠 番号法第19条第1号

[ ] その他 （ ）

] 紙

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

] 電子メール [

）

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特別徴収の対象となる給与所得者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] その他 （ ｅＬＴＡＸ

 ⑦時期・頻度 当初課税及び更正時（月１回）

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 行っていない

[

]

5） 1,000万人以上
4） 100万人以上1,000万人未満
3） 10万人以上100万人未満
2） 1万人以上10万人未満

 提供先2

18



1万人以上10万人未満

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特別徴収の対象となる年金受給者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

 ②提供先における用途 年金特別徴収税額決定情報を特別徴収義務者が把握する。

 ③提供する情報 年金特別徴収税額

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

日本年金機構

 ①法令上の根拠 番号法第19条第1号

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ②提供先における用途 扶養控除否認事項を把握する。

 ③提供する情報 扶養控除関係情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑦時期・頻度 当初課税及び更正時（月１回）

国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第19条第9号

[ ○ ] その他 （ ｅＬＴＡＸ ）

1万人未満 ][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

扶養控除否認対象者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線

 ⑦時期・頻度 月1回

[ ] その他 （ ）

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 提供先3

 提供先4
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 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の納税義務者及びその扶養親族のうち、移転先において事務を処理するために必要な範
囲

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [

[

 ②移転先における用途 別表２に記載

 ③移転する情報 地方税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

 移転先1 移転先については、別表２に記載

 ①法令上の根拠 目黒区個人番号の利用に関する条例第3条第2項

] 電子メール [

[ ] フラッシュメモリ [

10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 別表２に記載

[ ○ ] その他 （ 緊急時等には電子記録媒体・紙による移転も可とする。 ）

][

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 紙

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 専用線
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 ７．備考

①個人住民税システムについては、令和７年度までにガバメントクラウドに構築の国仕様に準拠したシステムに移行予定
②上記移行に先立ち、関連システム間のデータ連携等を担う共通連携基盤システム（庁内連携システム）を構築（従来の団体内統合宛
名システム・申請管理システムも包含）をガバメントクラウド上に構築
③上記移行に伴う既存システムデータは、移行後速やかに消去する。

 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

【ガバメントクラウド（※）における措置】
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
事業者が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービス事業者であ
り、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
（※）ガバメントクラウド　地方公共団体における国仕様準拠の情報システム等も利用可能な国調達のク
ラウドサービス
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バック
アップも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存
される。

【目黒区における措置】
・ ガバメントクラウド以外の環境のシステムについては、サーバ群（システム障害時における証明書発
行等の対応のため縮退運用環境用サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入室を厳重に管理して
いる外部データセンターに設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内にある専
用の機械室（電子錠による入退室管理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重な管理実施）又は
外部データセンター（入館及びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバのデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内で管理する。

【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータセンター に設置しており、データセンターへの入館及び
サーバ室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバ室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存し、バックアップも
データベース上に保存する。
（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウドの積極的な
活用により共同化・集約化を図るため、地方公共団体情報システム機構により整備・運用される中間
サーバーの拠点

 ②保管期間

 期間 [ 6年以上10年未満
9） 20年以上
6） 5年
3） 2年

8） 10年以上20年未満
5） 4年
2） 1年

7） 6年以上10年未満
4） 3年
1） 1年未満

 その妥当性 地方税法第17条の5（更正、決定等の期間制限）等の定めるところによる。

 ③消去方法

【ガバメントクラウドにおける措置】
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にしたがって確実に
データを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入、並びに利用し
なくなった環境の破棄等を実施する。

【目黒区における措置】
本特定個人情報ファイル内の保管期間が経過したデータは、システムにて自動判別し、消去する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
・特定個人情報の消去は目黒区からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プラット
フォームの保守・運用を行う事業者が特定個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者にお
いて、保存された情報が読み出しできないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用して完全に消去す
る。

＜選択肢＞

10） 定められていない

]
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

「（別添２）ファイル記録項目」のとおり
※55ページから60ページに記載
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 必要な情報以外を入手する
ことを防止するための措置の
内容

＜窓口における入手分について＞
１　他団体からの申告情報の入手については、あらかじめ定められたインターフェイスに基づいて情報を
取得するため必要な情報以外を入手することはない。
２　住民からの申告情報の入手については、本人が必要な情報以外を誤って記載することがないような
書面様式とし、さらに記載要領を充実させることで必要とする情報のみ入手する。

＜eLTAXシステムからの入手分について＞
eLTAXシステムの審査システム及び国税連携システムでは、法令等により定められた様式で受領する
ことから、必要な情報以外を入手することを防止している。

＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入手分について＞
必要な情報以外は入手できないようにシステム上制約されている。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

＜窓口における入手分について＞
１　住民からの申告情報の入手については、本人の個人番号カード又は通知カード、身分証明書の提
示や窓口での聞き取りにより本人確認を行い、対象者であることを確認する。
２　申告が代理人であった場合には、委任状の提出と身分証明書の提示を求めることで申告者の情報
であることを確認する。
３　個人住民税システムに登録する際に、対象者が目黒区にて課税できる対象かどうかをチェックし、該
当しないものについては他地方公共団体へ転送する等の対処を行う。
４　書面様式は本人に関する必要な情報のみを記載するようにチェックを行う。

＜eLTAXシステムからの入手分について＞
１　eLTAXシステムの審査システムでは、申告等の手続を行おうとしている者からしか情報を受け付けな
いようにシステムで制御している。
２　eLTAXシステムを利用するためには、利用届出を提出し、利用者ＩＤと暗証番号を取得して、電子証
明書を登録する必要があることから、当該申告等の手続を行おうとする者のみの申告等の受付を行うこ
ととなる。
３　国税連携システムでは、対象者の情報のみ提供されるため、対象者の情報しか入手することができ
ない。

＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入手分について＞
１　４情報（氏名・住所・性別・生年月日）の組み合わせによる照会を行うことで、対象者を特定する。
２　操作職員を限定して、対象者の情報以外の情報入手と誤操作を防止する。

 １．特定個人情報ファイル名

個人住民税ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜窓口における入手分について＞
区民からの申告情報は、申告者の情報であることを確認した上で取得しており、不適切に入手すること
はない。

＜eLTAXシステムからの入手分について＞
事業所等からの支払報告書や申告書の情報は国税連携システムやｅＬＴＡＸシステムの専用回線を介し
て入手しており、詐取・奪取が行われることはない。

＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入手分について＞
専用回線を介し、かつ操作職員をシステム的に限定してID及び生体認証によりログインするため、詐
取・奪取が行われることはない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]
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 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

１　区民からの特定個人情報の入手については、本人の個人番号カード又は通知カード、本人確認書
類の提示や窓口での聞き取りにより本人確認を行い、対象者であることを確認する。
２　個人住民税システムにて氏名・生年月日でのマッチングを行う。一致しない対象については提出元
への連絡等により確認する。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

１　区民からの個人番号の入手については、本人の個人番号カード又は通知カード、本人確認書類の
提示や窓口での聞き取りにより本人確認を行い、個人番号を確認する。
２　個人住民税システムにて取り込む際に、個人番号及び氏名・生年月日でのマッチングを行う。個人
番号が一致しても氏名または生年月日が一致しない場合には上記同様の本人確認を行うことで真正性
確認する。

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

１　紙で提出された課税資料から特定個人情報をデータ化する際には、入力後に別の担当者による二
重チェックを実施する。
２　個人番号だけでなく、氏名・住所・生年月日及び所得情報の整合性等を複合的にチェックを行う。
３　賦課決定後の通知により、本人にも賦課の内容を確認してもらう。

 その他の措置の内容
行政事務処理を通常の処理以外の方法で行ったときは、あらかじめ定めた手順・事例蓄積により整理し
た的確な手順で行うとともに、記録内容が適正かどうかを確認する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞
]

]

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜窓口における入手分について＞
書面については、本人から直接受け取ることを原則とし、郵送の場合は住所を明記したものを事前送付
し、当該住所宛てに送付するよう説明する。

＜eLTAXからの入手分について＞
国税連携システムやeLTAXシステムについてはLGWAN回線を利用している。

＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入手分について＞
住民基本台帳ネットワークは専用回線を利用している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
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 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措置
の内容

システムの権限管理機能により制御を行い、個人番号利用事務実施者のみ個人番号を参照できるよう
制御を行う。

 事務で使用するその他のシ
ステムにおける措置の内容

他業務システムからの参照について、権限管理機能により制御を行い、業務に必要な情報のみ参照で
きるよう制御を行う。

 その他の措置の内容

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞

]

 具体的な管理方法

・各所属長をセキュリティ責任者とし、職員の所属や担当に応じて必要な情報のみアクセスできるよう、
権限の付与を行う。
・異動等により所属が変わる際には、速やかにユーザー情報の更新を行い、適切な権限設定を維持す
るとともに、定期的な点検を行う。
・臨時的に職員へ権限を付与する場合は、必要なアクセスの詳細を判断し、所属長の承認を得て発行・
登録する。

 アクセス権限の管理 [ 行っている

 具体的な管理方法
システム利用は、所属長が認めた職員等のＩＤについて操作権限を割り当て、生体（指静脈）情報ととも
にパスワードによる二要素認証を行っている。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

]

]

 具体的な管理方法
・個人ごとにユーザＩＤを発行することとし、共用ＩＤは発行しない。
・システムの管理機能により、パスワードの定期的な変更及びパスワードの使い回し防止の制御を行
う。

 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法
システムへのログイン記録（操作者は個人まで特定）、個人番号の閲覧、発行等の操作ログの記録を行
う。ログは一定期間保存する。

記録を残している[
2) 記録を残していない1） 記録を残している

＜選択肢＞
]

 リスクに対する措置の内容

・セキュリティ対策基準により、業務外の使用を禁止し、アクセスログの記録及び定期的な解析を行う。
・定期的なセキュリティ研修を行い、個人情報の業務外利用の禁止や漏えい防止策について、職員に周
知徹底する。
・委託事業者についても、職員と同等以上のセキュリティ対策を講じる。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている

＜選択肢＞
]

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞
]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 リスクに対する措置の内容

・個人住民税システムの端末は特定個人情報ファイルの複製ができない仕組みとする。
・システムのデータアクセスについては、操作者ごとに必要な権限のみを設定し、アクセスログを記録す
る。
・各端末での外部記憶媒体用のインターフェースを封じ、ＵＳＢメモリ等への複写ができない仕組みとす
る。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
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 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲
覧者・更新者の制限

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜その他のリスク＞
使用の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク。
＜リスクに対する措置の内容＞
・事務処理後や離席時は画面ロック（初期画面に戻すこと）を徹底し、一定時間操作がない場合は、スクリーンセーバーにより画面ロッ
クがかかる設定とする。
・画面のハードコピーは出来ない設定とする。
・ＰＣ統合管理ソフトウェア等を用いて、ファイルの作成、更新、削除、複製といったファイル操作やアプリケーションの稼動・印刷など、
全ての操作を記録する。その際にクライアントＰＣの操作だけでなく、ファイルサーバ等へのアクセス先の情報資源に対する操作につい
ても記録する。更に、クライアントＰＣの不正操作に対する禁止や警告の設定を行う。
・端末のディスプレイは、来庁者から見えない位置に配置するとともに、のぞき見防止フィルターを使用する。
・データ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。

] 委託しない

[ 制限している

委託契約書及び特定個人情報に係る覚書にて、特定個人情報保護管理体制に関する以下の文書の提
出を義務づける。
　(1) 情報セキュリティ及び特定個人情報保護に関する社内規程又は基準
　(2) 以下の内容を含む従事者名簿
　　ア　特定個人情報保護の責任者の氏名及び連絡先
　　イ　委託業務において特定個人情報を取り扱う者の氏名及び業務執行場所
　　ウ　事故発生時の連絡先
　(3) 個人情報保護に関する従事者教育の実施

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞

]

 具体的な制限方法

委託契約書において、委託業務で取り扱う情報の目的外使用や複写等の禁止、委託業務の終了後の
情報の消去及び消去内容の報告、委託業務で使用するパソコン等の盗難防止対策の実施、システム
用
IDの適切な管理等の対策の実施、情報セキュリティに関する教育の実施等、情報セキュリティの確保に
必要な人的・物的・技術的対策の実施を義務づけている。

 特定個人情報ファイルの取
扱いの記録

[ 記録を残している

]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞

]

 具体的な方法
委託先へ提供した資料を電子データ化する際に扱った従業員、日時、処理内容等を管理し、定期的に
報告することを契約内容に含めている。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先は目黒区に対してのみ特定個人情報の提供ができる。それ以外に対しては一切認められず、そ
の旨を委託契約書に明記する。また、委託契約の報告条項に基づき、契約満了時に特定個人情報の
取扱いについて書面にて報告させる。必要であれば、当区職員が現地調査することも可能とする。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先に提供する際、日付、枚数を記録した受渡しの確認印を押印してもらい、区がそれを確認する。
委託先から特定個人情報を受領する場合も同様とする。

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

委託契約書において、区へ特定個人情報を提供した際は当該特定個人情報を消去し、紙媒体について
も特定個人情報の提供とあわせて区へ返却すべきことを明記している。また、委託契約の報告条項に
基づき、契約満了時に特定個人情報の取扱いについて書面にて報告を受ける。必要があれば、当区職
員が現地調査することも可能とする。
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1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

 規定の内容

目的外利用の禁止、特定個人情報の閲覧者・更新者の制限、特定個人情報の提供先の限定、情報漏
洩を防ぐための保管管理に責任を負うべき旨、情報が不要となったとき又は要請があったときは情報の
返還、消去等必要な措置を講じるべき旨、個人情報の取扱いについてチェックを行った上で契約満了時
に報告すべき旨及び必要に応じて区が委託先の視察・監査を行うことができる旨を定める。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 十分に行っている

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている

]
4） 再委託していない
2） 十分に行っている

＜選択肢＞

]

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

番号法並びに同法に基づく目黒区個人番号の利用に関する条例及び目黒区特定個人情報の保護に
関する条例の定めに基づき、各所管において事務処理マニュアルを定めるとともに、定められたルール
を遵守する体制を整備する。

定めている[ ]
1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容
・番号法に基づき認められる情報に限り、認められた相手にのみ提供及び移転を行うようシステム設定
を行う。
・提供及び移転に伴うシステム設定を行う際は、事前に十分な確認及び検証作業を行う

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容
・個人住民税システムの端末は、外部記憶媒体の接続ができないよう設定されている。
・システム操作者の権限設定は、担当する業務の内容に応じて設定し、アクセスログを記録している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

 具体的な方法
委託契約書において、再委託する場合には事前に書面により区の承認を得ることとし、再委託先事業
者は、委託事業者と同等の安全管理措置を講ずることができる事業者に限定する。また、再委託を行っ
た場合には、再委託の状況について区に報告することとする。

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞
]

 具体的な方法 提供・移転の記録（端末、職員、対象住民及び照会日時等）がシステムに逐一保存される。

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞

]
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 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
〇特定個人情報の照会時には、情報の照会及び提供（どの端末・職員が、どの住民の情報についてい
つ参照を行ったか）の記録をデータベースに逐一保存することで、不正な入手を防止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可
証の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、
情報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つ
まり、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリ
ティリスクに対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログ
アウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適
切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う
機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
①中間サーバーとの連携に当たっては、事前に十分なテスト及び検証を行い、不正確な入手を防止す
る。
②中間サーバーからの情報照会結果の内容は、改変は行わない。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
〇中間サーバーは、個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐付けられた照会対象者に係る特定
個人情報を入手するため、正確な照会対象者に係る特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
○情報提供ネットワークシステムとの全ての連携（接続）は、共通連携基盤システムの団体内統合宛名
機能を介して中間サーバーが行う構成となっており、情報提供ネットワークシステム側から、本区の業務
システムへのアクセスはできない。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
○中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情報
提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性
が担保されている。

【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞
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]
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
〇特定の権限者以外は情報の照会及び提供ができず、さらに、情報照会・情報提供記録をデータベー
スに逐一保存することで、不適切な方法で特定個人情報がやりとりされることを防止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者か
ら受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能。

【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供される
ことを防止する。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失を防止する。
③中間サーバーの保守・運用を行う事業者においては、特定個人情報に係る業務にはアクセスができ
ないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
〇中間サーバーと団体内統合宛名システムの連携は、LGWAN、庁内ネットワーク及びサーバー間のみ
の通信とすることで、漏えい・紛失を防止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕
組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果については、一定期間経過後に当該結果を情報照会機
能において自動で削除することにより、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになってい
る。そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･紛失のリスクに対
応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等であり、業務上、特定個人情報へはアクセスすることはできない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
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]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

＜その他のリスク＞
接続の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

＜リスクに対する措置の内容＞
【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
〇情報提供ネットワークシステムとの全ての連携（接続）は、共通連携基盤システムの団体内統合宛名機能を介して中間サーバーが
行う構成となっており、情報提供ネットワークシステム側から、区の業務システムへのアクセスはできない。
【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻及び操作
内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いるよう制御することにより、不正な名寄せが行われることを防止する。
【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存住基システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク
（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を
確保している。
③中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特定個人情報のデータベースを管理し、アクセス制御している。

2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置＞
【誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置】
〇提供・移転する情報のシステム的な論理チェックを行い、誤った情報が作成されることを防止する。
【誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置】
〇番号法に基づき認められる情報に限り、認められた相手にのみ提供・移転できる仕組みになってい
る。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情
報照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手
に特定個人情報が提供されることを防止する。
②情報提供データベース管理機能（※）により、情報提供データベースに不要なデータを取り込まないよ
う制御を行うとともに、接続端末にて情報提供データベースの内容を目視により確認することで、誤った
特定個人情報を提供してしまうことを防止する。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

【業務システム及び共通連携基盤システムにおける措置】
〇特定の権限者以外は情報の照会及び提供ができず、さらに、情報照会・情報提供記録をデータベー
スに逐一保存することで、不適切な方法で特定個人情報がやりとりされることを防止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者か
ら受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオ
ンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能。

【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供される
ことを防止する。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで漏えい･紛失を防止する。
③中間サーバーの保守・運用を行う事業者においては、特定個人情報に係る業務にはアクセスができ
ないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

＜選択肢＞
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 ②安全管理体制

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

十分に整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

①区施設内のサーバ設置場所の管理
・ 区施設内の他の部屋とは区別し、専用の部屋とする。
・ 出入口には、電子錠等による入退室を管理する設備を設ける。
・ 監視カメラによる２４時間監視を行う。
・ 許可されたもの以外の機器持込み・使用を禁止する。
②データセンターにおける管理
・ 特定非営利活動法人日本データセンター協会が定める安全管理基準により高い安全性を確保する。
・ データセンターの入館・サーバ室の入退室を管理する設備を設ける。
・ 地震や火災など災害に対して、データ保全の安全性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 機器の故障や保守など一部設備の停止時において、コンピューティングサービスを継続して提供でき
る冗長構成の設備を設ける。
・バックアップデータは、データセンター内で管理する。
③本特定個人情報を取り扱う部屋の管理
・ 特定個人情報ファイル内のデータの参照・更新をすることができる業務端末は、セキュリティワイヤー
で固定する。
・ 特定個人情報が記載された書類は、鍵付きの書庫に保管する。
・ 部外者以外の立入りを禁止する。
・ 許可されたもの以外の機器持込み・使用を禁止する。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○中間サーバー･プラットフォームをデータセンターに構築し、設置場所への入退室者管理、有人監視
及び施錠管理をすることとしている。また、設置場所はデータセンター内の専用の領域とし、他テナント
との混在によるリスクを回避する。
【ガバメントクラウドにおける措置】
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ＩＳＭＡＰ）のリストに登録されたク
ラウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する
環境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行ってい
る。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出できないこととしている。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

十分に行っている

[

[

[

]

]十分に周知している

十分に整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群
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 ⑥技術的対策

 具体的な対策の内容

【目黒区における対策】
・個人住民税システムは、不正な侵入への対策が施された固有のネットワークにより構成され、インター
ネットとの接続は行っていない。
・個人住民税システムの端末は、外部記憶媒体の接続ができないよう設定されている。
・システム操作者の権限設定は、担当する業務の内容に応じて詳細に設定し、アクセスログを記録して
いる。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行う
とともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
【ガバメントクラウドにおける措置】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準」に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する
「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージド
サービスにより、ネットワークアクティビティ、データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的
にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やＤＤｏｓ対策を
24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したＡＳＰ又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているＯＳ及びミド
ルウエアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離
された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やＡＳＰ又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

十分に行っている

十分に行っている

十分に行っている

[

[

[

3） 十分に行っていない
2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている

＜選択肢＞

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし

 その内容

 再発防止策の内容
情報セキュリティに関する事故が発生した場合には、その対処後、原因を究明し、情報セキュリティ対策
の見直し・再周知等を行い、再発を防止する。

 ⑦バックアップ

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知 3） 十分に行っていない

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

]

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

]

3） 十分に行っていない

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法 生存者の特定個人情報と同様の方法にて安全管理措置を実施する。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞

]

]

]
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容
・地方税法に基づき、納税義務者から提出された申告書及び給与支払者・年金保険者から提出された
給与・年金の支払報告書をもとに、その都度ファイルへの入力、削除及び修正を行っている。
・消除後一定期間経過したデータは、システム機能により消去している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞
]

33



 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 手順の内容

【目黒区における措置】
①法令等の定めによる保存期間が経過したデータは一定期間経過後消去する。
②消去の際は、物理的な破壊、消去ソフトの使用等により、判読不能な状態にする。
【ガバメントクラウドにおける措置】
〇データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠した
プロセスにしたがって確実にデータを消去する。

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている
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3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている

]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

【目黒区における措置】
年に１回、担当課内において、次の観点による自己点検を実施し、評価書の記載内容どおりの運用が
なされていることを確認する。
・評価書記載事項と運用実態のチェック
・個人情報保護に関する規定及び体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化及び安全管理措置の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期
的に自己点検を実施することとしている。

十分に行っている 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

【目黒区における措置】
・関係職員(非常勤職員、臨時職員等を含む。)に対して、初任時及び一定期間毎に、必要な知識の習得
のための研修を実施し、その記録を残している。
・各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を習得させるための研修を毎年実施し、その
記録を残すとともに、関係職員に対して、一定期間毎に必要な知識の習得のための研修を実施し、その
記録を残している。
・受託業者に対し、契約において個人情報に関する研修の実施を義務付けている。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施す
ることとしている。
②中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしている。

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検 十分に行っている[
＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的なチェック方法

 具体的な内容

【目黒区における措置】
①年に１回、情報システムの管理及び運用が適正かつ円滑に行われていることの確認を目的とし、部
局相互で行う内部監査を実施する。
②情報セキュリティポリシーが遵守されていることを客観的に検証するため、適宜、第三者の監査人に
よる外部監査を実施する。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行うこととしている。
【ガバメントクラウドにおける措置】
〇ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたク
ラウドサービスから調達することとしており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的に
ISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。
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 ３．その他のリスク対策

【その他のリスク①】
中間サーバーでの安定的なシステムの運用監視ができなくなるリスク
【リスクに対する措置の内容】
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実
現する。
【その他のリスク②】
ガバメントクラウドに係るその他のリスク
【リスクに対する措置の内容】
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いに
ついて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに
起因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起
因しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応
するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。
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（手数料額、納付方法： 開示方法で「写しの交付」を選択した場合には、交付費用が必要となる。

[

[

無料

行っている

2) 無料1) 有料
＜選択肢＞

）

]

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ④個人情報ファイル簿の公
表

 個人情報ファイル名

 公表場所

 ⑥個人情報ファイル簿への
不記載等

1) 行っている 2) 行っていない
＜選択肢＞

]

 ①連絡先
目黒区区民生活部税務課
郵便番号：１５３－８５７４　　東京都目黒区上目黒二丁目１９番１５号
電話：０３－５７２２－９８１９

 ②対応方法
・問合せがあった場合は、問合せの内容と対応の経過について記録を残す。
・情報漏えい等に関する問合せがあった場合は、実施機関において必要な対応を行い、企画経営部行
政情報マネジメント課に報告する。

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
目黒区区民生活部税務課
郵便番号：１５３－８５７４　　東京都目黒区上目黒二丁目１９番１５号
電話：０３－５７２２－９８１９

 ②請求方法 書面で提出することにより受け付ける。

目黒区公式ウェブサイトにおいて請求に必要な様式及び請求方法を公表する。 特記事項

個人情報ファイル簿に記載の名称

目黒区総合庁舎本館１階区政情報コーナー、目黒区公式ウェブサイト

 ③手数料等

 ⑤法令による特別の手続

37



 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容
意見なし

反映事項なし
 ⑤評価書への反映

令和６年２月５日

目黒区情報公開・個人情報保護審議会において点検を行う。

 ３．第三者点検

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

期間短縮なし
 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間 令和5年12月1日から令和6年1月4日まで

区報に実施についての記事を掲載するとともに、区公式ウェブサイト及び総合庁舎その他区有施設に
おいて評価書（変更案）を公開し、意見を受け付ける。

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和5年9月1日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

特定個人情報の取り扱いやセキュリティ対策などについて質疑があった。
森林環境税創設に伴う記載が漏れていることの指摘を受け、記載を修正した。

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果

4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞
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（別添３）変更箇所

（別添３）　変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成27年10月30日

Ⅰ基本情報
７　評価実施機関における担当
部署
②所属長

税務課長　本橋　信也 税務課長　田中　健二

事後

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
２　特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム１　個人住民税システ
ム

宛名システム等
その他（国税連携システム、地方税ポータルシ
ステム）

宛名システム等
その他（国税連携システム、地方税ポータルシ
ステム、課税資料イメージ管理システム）

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
２　特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム２　収納消込システム
③他のシステムとの接続

宛名システム等
宛名システム等
税務システム

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
２　特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム３　口座管理システム
③他のシステムとの接続

宛名システム等
宛名システム等
税務システム

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
２　特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム８　課税資料イメージ管
理システム

（記載なし）

【項目追加】

「システム８　課税資料イメージ管理システム」の
項目追加

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
２　特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム９　住民基本台帳ネット
ワークシステム

（記載なし）

【項目追加】

「システム９　住民基本台帳ネットワークシステ
ム」の項目追加

平成28年11月10日

Ⅰ　基本情報
６　情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②　法令上の根拠

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、39、40、42、48、54、57、58、59、61、
62、63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、87、
91、92、94、97、101、102、103、106、107、108、
113、114、115、116、117及び120の項

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、39、40、42、48、54、57、58、59、61、
62、63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、85
の2、87、91、92、94、97、101、102、103、106、
107、108、113、114、115、116、117及び120の項

事前

①重要な変更

平成28年11月10日
Ⅰ　基本情報
別添１　事務の内容

（省略）

３-２「区民税・都民税申告書」、７「印刷用デー
タ」の情報の流れについて、「特定個人情報を含
む情報の流れ」に修正。
課税資料イメージ管理システムを追加。
住基ネットの流れ図を修正

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３　特定個人情報の入手・使用

（省略）
その他（地方公共団体情報システム機構）を追
加

事前
①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３　特定個人情報の入手・使用

（省略）
その他に、「国税連携システム、地方税ポータル
システム」を追加
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託

委託する
１件

委託する
3件

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託

給与支払報告書・公的年金等支払報告書の紙
資料の電子データ化作業

給与支払報告書・公的年金等支払報告書など
の紙資料の電子データ化作業

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１②その妥当性

給与支払報告書・年金支払報告書に記載され
る事項は、データでの提出、紙提出にかかわら
ず全て個人住民税システムに取り込む必要が
あるが、紙提出の資料については、提出があっ
た資料に係る申告者全てのデータ化を民間事
業者に委託することで、コストの削減と品質を確
保した効率的な業務運営を行うことができるた

給与支払報告書・年金支払報告書などに記載さ
れる事項は、データでの提出、紙提出にかかわ
らず全て個人住民税システムに取り込む必要が
あるが、紙提出の資料については、提出があっ
た資料に係る申告者全てのデータ化を民間事
業者に委託することで、コストの削減と品質を確
保した効率的な業務運営を行うことができるた

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１④委託先への特定

電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）、紙

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１⑤委託先名の確認

委託先が決定した際には、入札契約結果として
公表する。

委託先が決定した際には、ホームページにて公
表する。

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２・３

（記載なし）

【項目追加】
委託事項２・３として次の委託を追加
・委託事項２　特別区民税・都民税に関する通
知書等の帳票作成・印字・封入封緘委託
・委託事項３　個人住民税システム運用支援

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

提供を行っている　５９件
移転を行っている　２４件

提供を行っている　６０件
移転を行っている　３５件

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

（省略）
別表に「番号法別表第二の85の2の項」に係る
事務を追加

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先

番号法第9条第2項の規定に基づき定める条例
目黒区個人番号の利用に関する条例第3条第2
項

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先３

国民年金法による国民年金に関する事務
国民年金法による年金である給付若しくは一時
金の支給、保険料の納付に関する処分又は保
険料その他徴収金の徴収に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

移転先５「健康推進課」の健康増進法による健
康増進事業の実施に関する事務

【項目削除】
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先５

（記載なし）

【項目追加】

移転先５「国保年金課」の特定障害者に対する
特別障害給付金の支給に関する法律による特
別障害給付金の支給事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先７

母子保健法による保健指導、新生児の訪問指
導、健康診査、妊娠の届出、母子健康手帳の交
付、妊産婦の訪問指導、低体重児の届出、未熟
児の訪問指導、養育医療の給付若しくは養育医
療に要する費用の支給又は費用の徴収に関す

母子保健法による養育医療に要する費用の徴
収に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先８

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律による入院の勧告若しくは措置、
費用の負担又は療養費の支給に関する事務

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律による費用の負担又は療養費の
支給に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先９・１０

（記載なし）

【項目追加】
次の２項目を、新移転先９・１０として追加し、従
前の移転先９・１０をそれぞれ１１・１２に繰り下
げる。

移転先9　保健予防課　「感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に関する法律施行細
則（東京都規則）による結核患者の医療費の助
成に関する事務」
移転先10　保健予防課　「障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律に
よる自立支援給付（育成医療・精神通院）の支

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先12（従前の移転先10）

母子保健法による保健指導、新生児の訪問指
導、健康診査、妊娠の届出、母子健康手帳の交
付、妊産婦の訪問指導、低体重児の届出、未熟
児の訪問指導、養育医療の給付若しくは養育医
療に要する費用の支給又は費用の徴収に関す

母子保健法による養育医療に要する費用の徴
収に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先13

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先１３として追加し、従前の
移転先１１を１４に繰り下げる。

移転先13　碑文谷保健センター「障害者の日常
生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律による自立支援給付（育成医療・精神通
院）の支給に関する事務」

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先15・16

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先１５・１６として追加し、従
前の移転先１２・１３をそれぞれ１７・１８に繰り下
げる。

移転先１５　介護保険課　「介護保険法による保
険給付の支給の対象となるサービスに係る利
用者負担額又は同法による地域支援事業に係
る利用料の軽減に関する事務」

移転先１６　介護保険課　「介護保険法による地
域支援事業の実施に関する事務（地域支援事
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

従前の移転先１４「障害福祉課」の身体障害者
福祉法による障害福祉サービス、障害者支援
施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関
する事務

【項目削除】

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

従前の移転先１５「障害福祉課」の知的障害者
福祉法による障害福祉サービス、障害者支援
施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関
する事務

【項目削除】

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先19

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先１９として追加し、従前の
移転先１６を２０に繰り下げる。

移転先１９　障害福祉課　「特別児童扶養手当
等の支給に関する法律による障害児福祉手当
若しくは特別障害者手当又は国民年金法等の
一部を改正する法律附則第九十七条第一項の
福祉手当の支給に関する事務」

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先20（従前の移転先16）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
又は地域生活支援事業の実施に関する事務

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
の実施に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先21・22・23

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先２１・２２・２３として追加
し、従前の移転先１７・１８をそれぞれ２４・２５に
繰り下げる。

移転先２１　障害福祉課　「京都重度心身障害
者手当条例による重度心身障害者手当の申請
の受理に関する事務」
移転先２２　障害福祉課　「目黒区心身障害者
福祉手当条例による心身障害者福祉手当の支
給に関する事務」
移転先２３　障害福祉課　「障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律
による地域生活支援事業の実施に関する事務」

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先26・27

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先２６・２７として追加し、従
前の移転先１９を２８に繰り下げる。

移転先２６　生活福祉課　「「生活に困窮する外
国人に対する生活保護の措置について（昭和29
年5月8日社発第382号厚生省社会局長通知）」
による保護の実施に関する事務」
移転先２７　子育て支援課　「児童扶養手当法に
よる児童扶養手当の認定の請求、額の改定の
請求、支給停止に関する届出、一部支給停止
の適用除外の届出、現況の届出又は障害の状
況の届出に関する事務」

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先28（従前の移転先19）

児童手当、児童扶養手当又は特別児童扶養手
当の支給に関する事務

児童手当法による児童手当又は特例給付の認
定の請求又は現況の届出に関する事務
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先29・30

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先２９・３０として追加し、従
前の移転先２０・２１をそれぞれ３１・３２に繰り下
げる。

移転先２９　子育て支援課　「目黒区児童育成
手当条例及び同施行規則による児童育成手当
の認定の請求、額の改定の請求、資格喪失に
関する届出、現況の届出又は障害の状況の届
出に関する事務」
移転先３０　子育て支援課　「目黒区ひとり親家
庭等の医療費の助成に関する条例及び同施行
規則によるひとり親家庭等医療費助成制度の

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先31（従前の移転先20）

助産施設における助産の実施又は母子生活支
援施設における保護の実施に関する事務

児童福祉法による助産施設における助産の実
施又は母子生活支援施設における保護の実施
に関する事務（負担能力の認定、費用の徴収）

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先32（従前の移転先21）

母子及び父子並びに寡婦福祉法による資金の
貸付け、給付金の支給又は便宜の供与に関す
る事務

母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金
の支給に関する事務

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先33

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先３３として追加し、従前の
移転先２２・２３をそれぞれ３４・３５に繰り下げ
る。

移転先３３　子ども家庭課　「母子及び父子福祉

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先34（従前の移転先22）

保育所における保育の実施に関する事務
児童福祉法による保育所における保育の実施
に関する事務（負担能力の認定、費用の徴収）

平成28年11月10日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

従前の移転先２４「住宅課」の公営住宅法による
公営住宅の管理に関する事務

【項目削除】

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２　特定個人情報の入手
リスク１
対象者以外の情報の入手を防
止するための措置の内容

（省略）

【次の事項追加】
＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入
手分について＞
１　４情報（氏名・住所・性別・生年月日）の組み
合わせによる照会を行うことで、対象者を特定
する。
２　操作職員を限定して、対象者の情報以外の

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２　特定個人情報の入手
リスク１
必要な情報以外を入手すること

（省略）

【次の事項追加】
＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入
手分について＞
必要な情報以外は入手できないようにシステム
上制約されている。

事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２　特定個人情報の入手
リスク２
リスクに対する措置の内容

（省略）

【次の事項追加】
＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入
手分について＞
専用回線を介し、かつ操作職員をシステム的に
限定してID及び生体認証によりログインするた
め、詐取・奪取が行われることはない。

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２　特定個人情報の入手
リスク４

（省略）

【次の事項追加】
＜住民基本台帳ネットワークシステムからの入
手分について＞
住民基本台帳ネットワークは専用回線を利用し
ている。

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
３　特定個人情報の使用
特定個人情報の使用における
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

・事務処理後は初期画面に戻すようにしてい
る。
・画面のハードコピーの取得は事務処理に必要
となる範囲にとどめる。

・事務処理後は初期画面に戻す。
・画面のハードコピーの取得は原則として行わ
ない。

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
４　特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
再委託による特定個人情報ファ
イルの適切な取扱いの確保・具
体的な内容

再委託していない

十分に行っている

委託契約書において、再委託する場合には事
前に書面により区の承認を得ることとし、再委託
先事業者は、委託事業者と同等の安全管理措
置を講ずることができる事業者に限定する。ま
た、再委託を行った場合には、再委託の状況に
ついて区に報告することとする。

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
５　特定個人情報の提供・移転
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール遵守

番号法並びに同法に基づく条例及び目黒区個
人情報保護条例の定めに基づき各所管におい
て事務処理マニュアルを定めるとともに、定めら
れたルールを遵守する体制を整備する。

番号法並びに同法に基づく目黒区個人番号の
利用に関する条例及び目黒区特定個人情報保
護条例の定めに基づき、各所管において事務
処理マニュアルを定めるとともに、定められた
ルールを遵守する体制を整備する。

事前

①重要な変更

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
１　基礎項目評価
①実施日

平成26年11月14日 平成28年7月1日

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
２　国民・住民等からの意見の
聴取
①方法

（省略）

実施に当たっては、区報に実施についての記事
を掲載するとともに、区公式ホームページ及び
総合庁舎その他区有施設３９か所において評価
書及び評価書に係る資料を公開し、広く区民等
の意見を求めた。

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
２　国民・住民等からの意見の
聴取
②実施日・期間

（省略） 平成28年8月5日から平成28年9月5日まで

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
２　国民・住民等からの意見の
聴取
④主な意見の内容

（省略）
マイナンバーカードの発行においてシステム障
害が相次ぐなど、制度の仕組みが不安定なため
見直しが必要である。

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
２　国民・住民等からの意見の
聴取
④評価書への反映

（省略）
追記及び記載の変更は行わない。なお、全ての
意見に対する検討結果は公式ホームページ等
で公表する。
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
３　第三者点検
①実施日

（省略） 平成28年10月17日

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
３　第三者点検
②方法

（省略）
目黒区情報公開・個人情報保護審議会におい
て点検を行う。

平成28年11月10日

Ⅵ　評価実施機関
３　第三者点検
②結果

（省略）

平成29年度から個人番号を記載して通知するこ
ととなる、給与所得からの特別徴収税額通知書
の送付方法に関すること、特定個人情報の取り
扱いやセキュリティ対策などについて質疑が
あった。
税額通知書の送付方法については地方税法の
規定に沿って適切に行うこと、特定個人情報の
取り扱いについてはリスク管理も含めて細心の
注意を払っていくことを説明した。
そのほか、番号制度全般等に関する質疑が

平成29年10月12日

Ⅰ　基本情報
６　情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②　法令上の根拠

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、39、40、42、48、54、57、58、59、61、
62、63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、85
の2、87、91、92、94、97、101、102、103、106、
107、108、113、114、115、116、117及び120の項

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、54、57、58、59、
61、62、63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、
85の2、87、91、92、94、97、101、102、103、106、
107、108、113、114、115、116、117及び120の項

法改正に伴う規定の整備

平成29年10月12日

Ⅰ基本情報
７　評価実施機関における担当
部署
②所属長

税務課長　田中　健二 税務課長　落合　勝

平成29年10月12日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１

株式会社ＫＳＫデータ 株式会社イマージュ

平成29年10月12日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１　別表　8の項

児童福祉法による里親の認定、養育里親の登
録又は障害児入所給付費、高額障害児入所給
付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の
支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組里
親の登録、里親の認定又は障害児入所給付
費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所障
害児食費等給付費の支給に関する事務であっ
て主務省令で定めるもの

平成29年10月12日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

（省略）
別表に「番号法別表第二の38の項」に係る事務
を追加

平成29年10月12日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
１．特定個人情報ファイル
個人住民税ファイル
３．特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用されるリ
スク

システム利用は、必要と思われる職員等のＩＤに
ついて操作権限を割り当て、ＩＤとともにパス
ワードによる認証を行っている。

システム利用は、所属長が認めた職員等のＩＤ
について操作権限を割り当て、生体（指静脈）情
報とともにパスワードによる二要素認証を行っ
ている。

事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年10月12日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
１．特定個人情報ファイル
個人住民税ファイル
３．特定個人情報の使用
リスク４：特定個人情報ファイル
が不正に複製されるリスク

（省略）

【次の事項追加】
・各端末での外部記憶媒体用のインターフェー
スを封じ、ＵＳＢメモリ等への複写ができない仕
組みとする。

事前

①重要な変更

平成29年10月12日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
１．特定個人情報ファイル
個人住民税ファイル
３．特定個人情報の使用
特定個人情報の使用における
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

・事務処理後は初期画面に戻す。
・画面のハードコピーの取得は原則として行わ
ない。

＜その他のリスク＞
使用の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリ
スク。
＜リスクに対する措置の内容＞
・事務処理後や離席時は画面ロック（初期画面
に戻すこと）を徹底し、一定時間操作がない場
合は、スクリーンセーバーにより画面ロックがか
かる設定とする。
・画面のハードコピーは出来ない設定とする。
・ＰＣ統合管理ソフトウェア等を用いて、ファイル
の作成、更新、削除、複製といったファイル操作
やアプリケーションの稼動・印刷など、全ての操
作を記録する。その際にクライアントＰＣの操作
だけでなく、ファイルサーバ等へのアクセス先の
情報資源に対する操作についても記録する。更
に、クライアントＰＣの不正操作に対する禁止や
警告の設定を行う。
・端末のディスプレイは、来庁者から見えない位
置に配置するとともに、のぞき見防止フィルター
を使用する。
・データ出力に際しては、事前に管理責任者の
承認を得る。

事前

①重要な変更

平成29年10月12日

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
②監査
具体的な内容

年に１回、組織内に置かれた監査担当により、
次の観点による自己監査を実施し、監査結果を
踏まえて体制や規定を改善する。
・評価書記載事項と運用実態のチェック
・個人情報保護に関する規定及び体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化及び安全管理措置
の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置

＜内部監査＞
年に１回、組織内に置かれた監査担当により、
次の観点による自己監査を実施し、監査結果を
踏まえて体制や規定を改善する。
・評価書記載事項と運用実態のチェック
・個人情報保護に関する規定及び体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化及び安全管理措置
の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置
＜外部監査＞
第三者の監査人による情報セキュリティ監査を
実施する。

事前

①重要な変更

平成29年10月12日

Ⅳ　その他のリスク対策
３．その他のリスク対策 （記載なし）

＜その他のリスク＞
システム保守業務におけるリスク
＜リスクに対する措置の内容＞
システムの保守業務委託では、ソフトウェア・プ
ログラム等のセットアップ・バージョンアップ時や
障害対応時等など専門性の高い作業に限り特
定個人情報ファイルを保有しているデータベー
スにアクセスできる権限を付与して作業を行っ
ている。これらの作業は、直接特定個人情報を
取扱うものではないが、一定の管理区域内で職
員立会い、入退室管理、権限管理、ログ管理等
により、セキュリティを確保している。

事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
１．基礎項目評価
①実施日

平成28年7月1日 平成29年7月27日

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
２．国民・住民等からの意見の
聴取
②実施日・期間

（省略） 平成29年8月15日から平成29年9月15日まで

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
２．国民・住民等からの意見の
聴取
④主な意見の内容

（省略） 意見なし

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
２．国民・住民等からの意見の
聴取
⑤評価書への反映

（省略） 反映なし

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
３．第三者点検
①実施日

（省略） 平成29年10月2日

平成29年10月12日

Ⅵ　評価実施手続き
３．第三者点検
③結果

（省略）

特定個人情報の取り扱いやセキュリティ対策な
どについて質疑があった。
そのほか、番号制度全般等に関する質疑が
あった。
なお、特定個人情報の使用におけるその他のリ
スクに対し、記載が無いとの指摘を受け、その
他のリスクの具体的な内容を評価書に追記し

平成30年6月26日

Ⅰ　基本情報
６　情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②　法令上の根拠

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、23、26、27、28、29、31、
34、35、37、38、39、40、42、48、54、57、58、59、
61、62、63、64、65、66、67、70、71、74、80、84、
85の2、87、91、92、94、97、101、102、103、106、
107、108、113、114、115、116、117及び120の項

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、27、28、29、
31、34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、57、
58、59、61、62、63、64、65、66、67、70、71、74、
80、84、85の2、87、91、92、94、97、101、102、
103、106、107、108、113、114、115、116、117及
び120の項

法改正に伴う規定の整備

平成30年6月26日

Ⅰ基本情報
７　評価実施機関における担当
部署
②所属長

税務課長　落合　勝 税務課長

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

提供を行っている件数　６０件
移転を行っている件数　３５件

提供を行っている件数　６３件
移転を行っている件数　３９件

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

別表 別表１

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

（省略） 【移転先すべてを別表２として表形式に変更】

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

（記載なし）
別表に「番号法別表第二の20の項」に係る事務
を追加
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

（記載なし）
別表に「番号法別表第二の53の項」に係る事務
を追加

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１　別表１　106の項

独立行政法人日本学生支援機構法による学資
の貸与に関する事務であって主務省令で定め
るもの

【法改正に伴う修正】

独立行政法人日本学生支援機構法による学資
の貸与及び支給に関する事務であって主務省
令で定めるもの

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先５

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に
関する法律による特別障害給付金の支給事務

【文言の整理】

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に
関する法律による特別障害給付金の支給に関
する事務

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先19

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先１９として追加し、従前の
移転先１９を２１に繰り下げる。

移転先１９　障害福祉課　「身体障害者福祉法
による障害福祉サービス、障害者支援施設等
への入所等の措置又は費用の徴収に関する事

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先20

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先２０として追加し、従前の
移転先２０を２２に繰り下げる。

移転先２０　障害福祉課　「知的障害者福祉法
による障害福祉サービス、障害者支援施設等
への入所等の措置又は費用の徴収に関する事

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先22（従前の移転
先20）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
の実施に関する事務

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による自立支援給付の支給
の実施に関する事務（補装具を含む）

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先25（従前の移転
先23）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による地域生活支援事業の
実施に関する事務

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律による地域生活支援事業の
実施に関する事務(日常生活用具・住宅改善を
含む）

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先30

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先３０として追加し、従前の
移転先番号を繰り下げる。

移転先３０　子育て支援課　「特別児童扶養手
当等の支給に関する法律による、特別児童扶
養手当の受給資格及びその額の認定の請求に
係る事実についての審査に関する事務、手当の
額の改定の請求に係る事実についての審査に
関する事務、届出に係る事実についての審査に
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先31
④移転する情報の対象となる本

１万人未満 １万人以上１０万人未満

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

従前の移転先３３「子ども家庭課」の母子及び父
子福祉資金貸付及び償還に関する事務

【項目削除】

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先38

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先３８として追加。

移転先３８　保育課　「目黒区立保育所条例第１
１条第３項に規定する時間外保育料の額の決
定に関する事務」

平成30年6月26日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先39

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を、新移転先３９として追加。

移転先３９　保育課　「目黒区立保育所緊急一
時保育事業実施要綱による緊急一時保育の利
用料金の減額又は免除の申請に係る事実につ
いての審査に関する事務」

令和2年3月3日 評価書名 個人住民税に関する事務 個人住民税に関する事務　全項目評価書

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム１
③他のシステムとの接続

［ ○ ］　その他（国税連携システム、地方税ポー
タルシステム、課税資料イメージ管理システム）

［ ○ ］　その他（国税連携システム、地方税ポー
タルシステム、課税資料イメージ管理システム、
収納消込システム、口座管理システム、国民健
康保険・国民年金・後期高齢者医療・介護保険・
児童手当等の他の業務システム）

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム４
③他のシステムとの接続

［ ○ ］　その他（収納消込、口座管理、国民健康
保険、国民年金等の他業務システム・中間サー
バー）

［ ○ ］　その他（情報提供ネットワークシステム
を介した情報提供等を行う事務で使用する他の
業務システム、中間サーバー）

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱うシステム
システム５
①システムの名称

中間サーバ 中間サーバー

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱うシステム
システム５
②システムの機能

（記載なし）

１１　自己情報提供
　情報提供ネットワークシステムを介して自己情
報に対する提供の求めを受領し、当該の特定個
人情報（連携情報）及び自己情報提供用添付
ファイルの提供を行う。
１２　お知らせ
　お知らせ情報提供対象者へのお知らせ情報
の送信依頼に対し、情報提供ネットワークシス
テムを介して、お知らせ情報提供と、その状況
確認依頼に対し回答結果の受領を行う。
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム７
②システムの機能

給与・公的年金等の支払をする者から、eLTAX
を通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報
告書等を受領し、給与所得及び年金所得者に
係る特別徴収税額を特別徴収義務者及び年金
保険者に送付するシステムである。次の処理を
行う。

１　給与支払報告書や公的年金等支払報告書
データのダウンロード
２　特別徴収税額通知書データの送信
３　申告データの審査及び照会

給与・公的年金支払者などから、eLTAXを通じ
て、給与支払報告書、公的年金等支払報告書
等を受領し、給与所得及び年金所得者に係る特
別徴収税額を特別徴収義務者及び年金保険者
に送付するシステムである。次の処理を行う。

１　給与支払報告書や公的年金等支払報告書
等データのダウンロード
２　特別徴収税額通知書データの送信
３　申告データの審査及び照会
４　申請・届出データの審査及び照会

令和2年3月3日
Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（以下「番号法」と
いう。）第9条第１項及び別表第一の16の項

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（以下「番号法」と
いう。）第９条第１項及び別表第１の１６の項並
びに主務省令（※）第１６条
※主務省令：行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律別表
第１の主務省令で定める事務を定める命令（平
成２６年内閣府・総務省令第５号）

法令上の根拠について、法
律において委任する細目を
明確にするための修正

令和2年3月3日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

番号法第19条第7号並びに別表第2の1、2、3、
4、6、8、9、11、16、18、20、23、26、27、28、29、
31、34、35、37、38、39、40、42、48、53、54、57、
58、59、61、62、63、64、65、66、67、70、71、74、
80、84、85の2、87、91、92、94、97、101、102、
103、106、107、108、113、114、115、116、117及
び120の項

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号及び別表第２の次の項
並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省
令（※）の該当条項
・別表第2の1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、
23、26、27、28、29、31、34、35、37、38、39、40、
42、48、53、54、57、58、59、61、62、63、64、65、
66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、
94、97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117及び120の項
【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号及び別表第２の次の項
並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省
令（※）の該当条項
・別表第2の27の項
※主務省令：行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律別表
第２の主務省令で定める事務及び情報を定め
る命令（平成２６年内閣府・総務省令第７号）

法令上の根拠について、法
令改正内容を反映するとと
もに、法律において委任す
る細目を明確にするための
修正

令和2年3月3日
Ⅰ　基本情報
別添１　事務の内容

（省略）
申告特例通知書が電子化されたため情報の流
れに追加するとともに、全体図を整理
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日
Ⅰ　基本情報
別添１　事務の内容
（備考）

①　団体内統合宛名システムから住民記録情
報を取得し対象者情報を作成する。

③　情報元から提出される課税資料等（区申告
書・確定申告書・回送資料・公的年金等支払報
告書・給与支払報告書）情報を直接又は個人住
民税システム以外のシステム（国税連携・ｅＬＴＡ
Ｘ）経由で収集し、それらを画像化及び数値を電
子化した申告等情報を作成し、住民記録情報等
により作成された課税対象者に申告等情報を紐
付けし、それらを統合・賦課決定した賦課資料
ファイルを作成する。なお、紙資料で提出された
課税資料についてはデータエントリー委託業者
によりデータ化される。画像化された課税資料
はイメージ管理システムに保存される。

⑪　住民基本台帳ネットワークにより本人確認
情報の照会・受領。

①　宛名システムから住民記録情報を取得し対
象者情報を作成する。

③　情報元から提出される課税資料等（区申告
書・確定申告書・回送資料・公的年金等支払報
告書・給与支払報告書、寄附金申告特例通知
書など）情報を直接又は個人住民税システム以
外のシステム（国税連携・ｅＬＴＡＸ）経由で収集
し、それらを画像化及び数値を電子化した申告
等情報を作成し、住民記録情報等により作成さ
れた課税対象者に申告等情報を紐付けし、それ
らを統合・賦課決定した賦課資料ファイルを作
成する。なお、紙資料で提出された課税資料に
ついてはデータエントリー委託業者によりデータ
化される。画像化された課税資料はイメージ管
理システムに保存される。

⑪　住民基本台帳ネットワークにより本人確認
情報を照会・受領する。

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用

［ ○ ］行政機関・独立法人等 （国税庁　年金保
険者）

［ ○ ］行政機関・独立法人等 （国税庁　年金保
険者　地方公共団体情報システム機構）

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
③入手の時期・頻度

当初賦課時に入手
　申告情報（給与支払報告書・公的年金支払報
告書・確定申告書・住民税申告書）
　生活保護情報
　障害者情報
随時に入手
　新規の申告情報　所得税の各種資料等　口座
情報
定期的に入手
　年金特別徴収に関する情報

当初賦課時に入手
　申告情報等（給与支払報告書・公的年金支払
報告書・確定申告書・住民税申告書・寄附金申
告特例通知書）
　生活保護情報
　障害者情報
随時に入手
　新規の申告情報　所得税の各種資料等　口座
情報
定期的に入手
　年金特別徴収に関する情報

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
⑦使用の主体

税務課、戸籍住民課、北部地区サービス事務
所、中央地区サービス事務所、南部地区サービ
ス事務所、西部地区サービス事務所

税務課、戸籍住民課、北部地区サービス事務
所、中央地区サービス事務所、南部地区サービ
ス事務所、西部地区サービス事務所、情報課
（※）

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
⑧使用方法

・申告情報等に基づき個人住民税の賦課決定
等を行う。
・生活保護や障害等の理由による減免決定を行
う。

・申告情報等に基づき個人住民税の賦課決定
等を行う。
・生活保護や災害等の理由による減免決定を行
う。

事前

誤字の修正

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委

［委託する］
　３件

［委託する］
　５件

事前
①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

委託先が決定した際には、ホームページにて公
表する。

問い合わせがあった場合は随時回答する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

委託先が決定した際には、ホームページにて公
表する。

問い合わせがあった場合は随時回答する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委

個人住民税システム運用支援 システム運用・保守業務
事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３
①委託内容

個人住民税システムの運用におけるオペレー
ション作業

個人住民税システム・団体内統合宛名システム
を含む基幹系システムの障害監視作業、障害
復旧作業、パッケージアプリケーション保守作
業、ジョブスケジューリングや帳票印刷等のシス
テム運用作業、制度改正に伴う改修作業、職員
からの問い合わせに対する調査、作業指示に
基づくデータ抽出等

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３

特定個人情報ファイルの一部 特定個人情報ファイルの全体

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３
②取扱いを委託する特定個人
情報ファイルの範囲
その妥当性

個人住民税システムと他のシステム間でデータ
の相互連携等を行う場合や、委託事業者との委
託事項に係るデータの受け渡しを行う場合に、
特定個人情報を含むデータの抽出又は取り込
み作業が必要となる。抽出又は取り込み作業
は、一定の管理区域内でシステムの保守業者
が行うことにより、セキュリティを確保しながら効
率的な業務運営を行うことができる。

特定個人情報ファイルに記録されている情報に
ついては、いずれも本委託業務において取り扱
わなければならなくなる可能性があるため

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

１０人未満 １０人以上５０人未満

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３

［　］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［○］その他（個人住民税システムが格納されて
いるサーバー等での作業となるため、直接的な
特定個人情報ファイルの提供は行わない。）

［○］電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
［○］その他（個人住民税システムが格納されて
いるサーバー等での作業となるため、直接的な
特定個人情報ファイルの提供は行わない。）

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

委託先が決定した際には、ホームページにて公
表する。

問い合わせがあった場合は随時回答する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

株式会社ＲＫＫコンピューターサービス
株式会社アール・ケー・ケー・コンピューター・
サービス

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３
⑧再委託の許諾方法

事前に書面による申請を受け、区は再委託内
容・再委託先・理由等による許諾を判断する。許
諾する場合には、再委託先事業者は、委託業
者が果たすべき安全管理措置と同等の措置を
講ずる能力のあることが確認された事業者に限
定することとし、委託業者は再委託先と締結す
る再委託契約において、委託業者と同等の安全
管理義務を課すものとする。

委託先から再委託の理由、再委託先の名称、
代表者及び所在地、再委託する業務内容、業
務における管理体制等を明示した再委託の申
請を受け、許諾の可否を判断

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項３

対象データの抽出・取り込み作業に係る専用端
末での操作作業

必要データの抽出・取込み作業、システムの一
部機能についての開発元等関係事業者による
保守・改修対応等

事前

①重要な変更

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委

― 基盤環境運用業務（予定）
事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項４

―

データセンターでの個人住民税システム・団体
内統合宛名システムを含む基幹系システムの
基盤環境の構築、運用、システム移行業務、シ
ステムのデータの滅失等に備えたバックアップ
データの別拠点での保管等

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項４

― [ 特定個人情報ファイルの全体 ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日 対象となる本人の数 ― [ 10万人以上100万人未満 ] 事前 ①重要な変更

令和2年3月3日 対象となる本人の範囲 ― 納税義務者及びその被扶養者 事前 ①重要な変更

令和2年3月3日 その妥当性 ―
特定個人情報ファイルに記録されている情報に
ついては、いずれも本委託業務において取り扱
わなければならなくなる可能性があるため

事前
①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― [ 10人以上50人未満 ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項４

―

[　〇　] 専用線
[　○　] その他（サーバーでのシステム操作・作
業用端末でのシステム操作（直接的な特定個人
情報ファイルの提供は行わない。）

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― 問い合わせがあった場合は随時回答する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― 未定

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― [ 再委託する ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

―

委託先から再委託の理由、再委託先の名称、
代表者及び所在地、再委託する業務内容、業
務における管理体制等を明示した再委託の申
請を受け、許諾の可否を判断

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

―
上記①の委託内容のうち、必要最小限の範囲
内で区が認める事項

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

―
磁気媒体等外部保管（令和２年１２月まで（予
定））

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

―
システムのデータの滅失等に備えたバックアッ
プデータの遠隔地保管及び集配

事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項５

― [ 特定個人情報ファイルの全体 ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日 対象となる本人の数 ― [ 10万人以上100万人未満 ] 事前 ①重要な変更

令和2年3月3日 対象となる本人の範囲 ― 納税義務者及びその被扶養者 事前 ①重要な変更

令和2年3月3日 その妥当性 ―
災害等によるデータ滅失等によるリスク回避の
ためには、特定個人情報ファイル全体のバック
アップデータが必要であるため

事前
①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― [ 10人以上50人未満 ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託
委託事項５

― [　〇　] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― 問い合わせがあった場合は随時回答する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― 株式会社ワンビシアーカイブズ

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの委
託

― [ 再委託しない ]

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報ファイルの提
供・移転
移転先１

［○］庁内連携システム
［　］専用線
［　］その他（　　　）

［　］庁内連携システム
［○］専用線
［○］その他（緊急時等には電子記録媒体・紙に
よる移転も可とする。）
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所

区庁舎内にある専用の機械室に設置保管し、
電子錠による入退室管理、監視カメラによる２４
時間監視等により厳重な管理を行う。

【目黒区における措置】
①令和２年１２月まで（予定）
・ システムのサーバ（システム障害時における
証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを含む。）は、区施設内にある専用の機
械室に設置保管し、電子錠による入退室管理、
監視カメラによる２４時間監視等により厳重な管
理を行う。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・バックアップデータを保存した電子記録媒体
は、別途遠隔地に保管し、委託により安全管理
措置が講じられた場所で管理する。
②令和３年１月以降（予定）
・ システムのサーバ群（システム障害時におけ
る証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入
室を厳重に管理している外部データセンターに
設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータ
センター に設置しており、データセンターへの入
館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日 （続き）

（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリ
ティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウド
の積極的な活用により共同化・集約化を図るた
め、地方公共団体情報システム機構により整
備・運用される中間サーバーの拠点

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

消除後一定期間経過したデータは、システム機
能により消去する。

【目黒区における措置】
本特定個人情報ファイル内の保管期間が経過
したデータは、システムにて自動判別し、消去す
る。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
・特定個人情報の消去は目黒区からの操作に
よって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定
個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しで
きないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用

55



（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
７．備考

（記載なし）

現行システムのデータセンター化に伴う構築・移
行業務（本特定個人情報ファイルの取扱いを含
む。）の委託を予定
①構築業務
・基盤環境運用業務の委託事項として実施
②移行業務
・システム運用・保守業務又は基盤環境運用業
務の委託事項として実施

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１　別表１　116の項

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支
援事業の実施に関する事務であって主務省令
で定めるもの

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付若しくは子育てのための施設等利
用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事
業の実施に関する事務であって主務省令で定
めるもの

令和2年3月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支
援事業の実施に関する事務

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付若しくは子育てのための施設等利
用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事
業の実施に関する事務

令和2年3月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル

（省略）
【税制改正に伴う記録項目追加・修正などを反
映】

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
４．特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
情報保護管理体制の確認

（省略）
（前略）
(3) 個人情報保護に関する従事者教育の実施

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
５．特定個人情報の提供・移転
リスク１　不正な提供・移転が行
われるリスク
特定個人情報の提供・移転の
記録
具体的な方法

団体内統合宛名システムを利用する場合は、情
報の照会及び提供（どの端末・職員が、どの住
民の情報についていつ参照を行ったか）の記録
が逐一保存される。

提供・移転の記録（端末、職員、対象住民及び
照会日時等）がシステムに逐一保存される。

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
５．特定個人情報の提供・移転
リスク１　不正な提供・移転が行
われるリスク
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール遵守
の確認方法

番号法並びに同法に基づく目黒区個人番号の
利用に関する条例及び目黒区特定個人情報保
護条例の定めに基づき、各所管において事務
処理マニュアルを定めるとともに、定められた
ルールを遵守する体制を整備する。

番号法並びに同法に基づく目黒区個人番号の
利用に関する条例及び目黒区特定個人情報の
保護に関する条例の定めに基づき、各所管にお
いて事務処理マニュアルを定めるとともに、定め
られたルールを遵守する体制を整備する。

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
５．特定個人情報の提供・移転
リスク３：誤った情報を提供・移
転してしまうリスク、誤った相手
に提供・移転してしまうリスク
リスクに対する措置の内容

・団体内統合宛名システムにおいて、番号法に
基づき認められる情報に限り、認められた相手
にのみ提供及び移転を行うよう設定を行う。
・提供及び移転に伴うシステム設定を行う際は、
事前に十分な確認及び検証作業を行う。

・番号法に基づき認められる情報に限り、認めら
れた相手にのみ提供及び移転を行うようシステ
ム設定を行う。
・提供及び移転に伴うシステム設定を行う際は、
事前に十分な確認及び検証作業を行う

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク５：不正な提供が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報照会・
情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報
についていつ参照を行ったか）の記録をデータ
ベースに逐一保存することで、不正な提供を防
止する。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
特定個人情報の照会・提供時には、情報照会・
情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報
についていつ参照を行ったか）の記録をデータ
ベースに逐一保存することで、不正な提供を防
止する。
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続「情報提供ネット
ワークシステムとの接続に伴う
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

（記載なし）

＜その他のリスク＞
接続の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリ
スク。
＜リスクに対する措置の内容＞
【個人住民税システム及び団体内統合宛名シス
テムにおける措置】
情報提供ネットワークシステムとの全ての連携
（接続）は、団体内統合宛名システムを介して中
間サーバーが行う構成となっており、情報提供
ネットワークシステム側から、区の業務システム
へのアクセスはできない。
【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
１　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻及び操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕
組みになっている。
２　情報連携においてのみ、情報提供用個人識
別符号を用いるよう制御することにより、不正な
名寄せが行われることを防止する。
【中間サーバーにおける措置】
１　中間サーバーと既存住基システム、情報提
供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュ
リティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全
性を確保している。
２　中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
３　中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特
定個人情報のデータベースを管理し、アクセス
制御している。
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１　特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

・ハードウェア（サーバー）専用の機械室に設置
保管し、電子錠による入退室管理、監視カメラに
よる24時間監視等により厳重な管理している。
・作業スペースへの部外者の立ち入りを禁止し
ている

①区施設内のサーバ設置場所の管理
・ 区施設内の他の部屋とは区別し、専用の部屋
とする。
・ 出入口には、電子錠等による入退室を管理す
る設備を設ける。
・ 監視カメラによる２４時間監視を行う。
・ 許可されたもの以外の機器持込み・使用を禁
止する。
②データセンターにおける管理（令和３年１月以
降予定）
・ 特定非営利活動法人日本データセンター協会
が定める安全管理基準により高い安全性を確
保する。
・ データセンターの入館・サーバ室の入退室を
管理する設備を設ける。
・ 地震や火災など災害に対して、データ保全の
安全性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 機器の故障や保守など一部設備の停止時に
おいて、コンピューティングサービスを継続して
提供できる冗長構成の設備を設ける。
③バックアップデータの保管場所の管理
・ バックアップデータが格納された電子記録媒
体の委託による外部保管場所は、地震や火災
など災害に対して、媒体（データ）の保全の安全
性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 令和３年１月以降（予定）のバックアップデータ
は、データセンター内で管理する。

令和2年3月3日 （続き）

④本特定個人情報を取り扱う部屋の管理
・ 特定個人情報ファイル内のデータの参照・更
新をすることができる業務端末は、セキュリティ
ワイヤーで固定する。
・ 特定個人情報が記載された書類は、鍵付きの
書庫に保管する。
・ 部外者以外の立入りを禁止する。
・ 許可されたもの以外の機器持込み・使用を禁
止する。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○中間サーバー･プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室者管理、有
人監視及び施錠管理をすることとしている。ま
た、設置場所はデータセンター内の専用の領域
とし、他テナントとの混在によるリスクを回避す
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１　特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

・個人住民税システムは、不正な侵入への対策
が施された固有のネットワークにより構成され、
インターネットとの接続は行っていない。
・個人住民税システムの端末は、外部記憶媒体
の接続ができないよう設定されている。
・システム操作者の権限設定は、担当する業務
の内容に応じて詳細に設定し、アクセスログを
記録している。

【目黒区における対策】
・個人住民税システムは、不正な侵入への対策
が施された固有のネットワークにより構成され、
インターネットとの接続は行っていない。
・個人住民税システムの端末は、外部記憶媒体
の接続ができないよう設定されている。
・システム操作者の権限設定は、担当する業務
の内容に応じて詳細に設定し、アクセスログを
記録している。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コ
ンピュータウイルスやハッキングなどの脅威か
らネットワークを効率的かつ包括的に保護する
装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び
侵入防止を行うとともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新
を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、
必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

令和2年3月3日

Ⅲ　リスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１　特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑩死者の個人番号
具体的な保管方法

生存者の個人番号と同様の方法にて安全管理
措置を実施する。

生存者の特定個人情報と同様の方法にて安全
管理措置を実施する。

令和2年3月3日

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
①自己点検
具体的なチェック方法

年に１回、担当課内において、評価書の記載内
容通りの運用がなされていることを確認する。

【目黒区における措置】
年に１回、担当課内において、次の観点による
自己点検を実施し、評価書の記載内容どおりの
運用がなされていることを確認する。
・評価書記載事項と運用実態のチェック
・個人情報保護に関する規定及び体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化及び安全管理措置
の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○運用規則等に基づき、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、定期的に自己点検を実施することとしてい

事前

①重要な変更

令和2年3月3日

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
②監査
具体的な内容

＜内部監査＞
年に１回、組織内に置かれた監査担当により、
次の観点による自己監査を実施し、監査結果を
踏まえて体制や規定を改善する。
・評価書記載事項と運用実態のチェック
・個人情報保護に関する規定及び体制の整備
・個人情報保護に関する人的安全管理措置
・職員の役割責任の明確化及び安全管理措置
の周知・教育
・個人情報保護に関する技術的安全管理措置
＜外部監査＞
第三者の監査人による情報セキュリティ監査を
実施する。

【目黒区における措置】
①年に１回、情報システムの管理及び運用が適
正かつ円滑に行われていることの確認を目的と
し、部局相互で行う内部監査を実施する。
②情報セキュリティポリシーが遵守されているこ
とを客観的に検証するため、適宜、第三者の監
査人による外部監査を実施する。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
○運用規則等に基づき、中間サーバー・プラット
フォームについて、定期的に監査を行うこととし
ている。

事前

①重要な変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年3月3日

Ⅳ　その他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発
従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

・関係職員(非常勤職員、臨時職員等を含む。)
に対して、初任時及び一定期間毎に、必要な知
識の習得のための研修を実施し、その記録を残
している。
・各責任者に対して、その管理に関する必要な
知識や技術を習得させるための研修を毎年実
施し、その記録を残すとともに、関係職員に対し
て、一定期間毎に必要な知識の習得のための
研修を実施し、その記録を残している。
・受託業者に対し、契約において個人情報に関
する研修の実施を義務付けている。

【目黒区における措置】
・関係職員(非常勤職員、臨時職員等を含む。)
に対して、初任時及び一定期間毎に、必要な知
識の習得のための研修を実施し、その記録を残
している。
・各責任者に対して、その管理に関する必要な
知識や技術を習得させるための研修を毎年実
施し、その記録を残すとともに、関係職員に対し
て、一定期間毎に必要な知識の習得のための
研修を実施し、その記録を残している。
・受託業者に対し、契約において個人情報に関
する研修の実施を義務付けている。
【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を
実施することとしている。
②中間サーバー･プラットフォームの業務に就く
場合は、運用規則等について研修を行うことと

事前

①重要な変更

令和2年3月3日
Ⅳ　その他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜その他のリスク＞
システム保守業務におけるリスク
＜リスクに対する措置の内容＞
システムの保守業務委託では、ソフトウェア・プ
ログラム等のセットアップ・バージョンアップ時や
障害対応時など専門性の高い作業に限り特定
個人情報ファイルを保有しているデータベース
にアクセスできる権限を付与して作業を行って
いる。これらの作業は、直接特定個人情報を取
扱うものではないが、一定の管理区域内で職員
立会い、入退室管理、権限管理、ログ管理等に
より、セキュリティを確保している。

＜その他のリスク＞
中間サーバーでの安定的なシステムの運用監
視ができなくなるリスク。
＜リスクに対する措置の内容＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用・監視を実現する。

事前

①重要な変更

令和2年3月3日
Ⅵ　評価実施手続
１.基礎項目評価
①実施日

平成２９年７月２８日 令和元年１０月１１日

令和2年3月3日

Ⅵ　評価実施手続
２．国民・住民等からの意見の
聴取
②実施日・期間

（省略） 令和元年11月15日から令和元年12月16日まで

令和2年3月3日
Ⅵ　評価実施手続
３．第三者点検
①実施日

平成２９年１０月２日 令和２年２月３日

令和2年3月3日
Ⅵ　評価実施手続
３．第三者点検
③結果

（省略）
全項目評価の再実施における第三者点検等の
取り扱いに関する質疑があった。

令和2年12月3日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム１
③他のシステムとの接続

国税連携システム、地方税ポータルシステム、
課税資料イメージ管理システム、収納消込シス
テム、口座管理システム、国民健康保険・国民
年金・後期高齢者医療・介護保険・児童手当等
の他の業務システム

国税連携システム、地方税ポータルシステム、
課税資料イメージ管理システム、収納消込シス
テム、口座管理システム、国民健康保険・国民
年金・後期高齢者医療・介護保険・児童手当等
の他の業務システム、コンビニ交付システム（令
和3年1月から）
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年12月3日

Ⅰ　基本情報
４．特定個人情報ファイルを取り
扱う理由
②実現が期待されるメリット

　課税資料の個人特定の正確性が向上するとと
もに、正確な所得情報及び控除情報を把握する
ことができることから、課税の精度が高まり、
もって公平・公正な課税を実現することができ
る。
　また、遠隔地の扶養親族の所得照会等、地方
税関係情報を活用することによる課税事務の効
率化並びに個人特定の正確性が向上すること
により、収納状況の照会等収納事務の効率化
及び振替口座の登録管理の効率化を図ること
ができる。

　課税資料の個人特定の正確性が向上するとと
もに、正確な所得情報及び控除情報を把握する
ことができることから、課税の精度が高まり、
もって公平・公正な課税を実現することができ
る。
　また、遠隔地の扶養親族の所得照会等、地方
税関係情報を活用することによる課税事務の効
率化並びに個人特定の正確性が向上すること
により、収納状況の照会等収納事務の効率化
及び振替口座の登録管理の効率化を図ること
ができる。
　また、個人番号カードによる本人確認、個人番
号の真正性確認が可能となり、行政事務の効
率化を図ることができるとともに、個人番号カー
ドのＩＣチップに格納される電子証明書の情報を

令和2年12月3日
Ⅰ　基本情報
別添１　事務の内容

（省略） 税証明のコンビニ交付に関する記載を追加

令和2年12月3日
Ⅰ　基本情報
別添１　事務の内容
（備考）

－

【次の文言を追加】
⑫　住民税システムの課税証明等情報をコンビ
ニ交付システムにデータ連携する。納税義務者
からコンビニエンスストア等のマルチコピー機を
利用した課税証明等の請求があった場合は、証
明書交付センターを通じて目黒区のコンビニ交
付システムへ請求情報が送信されて課税証明

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１　別表１　71の項

雇用対策法による職業転換給付金の支給に関
する事務であって主務省令で定めるもの

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用
の安定及び職業生活の充実等に関する法律に
よる職業転換給付金の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託

基盤環境運用業務（予定） 基盤環境運用業務

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４
④委託先への特定個人情報

専用線
その他（サーバーでのシステム操作・作業用端
末でのシステム操作（直接的な特定個人情報
ファイルの提供は行わない））

専用線
電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
その他（サーバーでのシステム操作・作業用端
末でのシステム操作（直接的な特定個人情報
ファイルの提供は行わない））

令和2年12月3日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
７．備考

現行システムのデータセンター化に伴う構築・移
行業務（本特定個人情報ファイルの取扱いを含
む。）の委託を予定
①構築業務
・基盤環境運用業務の委託事項として実施
②移行業務
・システム運用・保守業務又は基盤環境運用業
務の委託事項として実施

現行システムのデータセンター化に伴う構築・移
行業務（本特定個人情報ファイルの取扱いを含
む。）を委託
①構築業務
・基盤環境運用業務の委託事項として実施
②移行業務
・システム運用・保守業務又は基盤環境運用業
務の委託事項として実施

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－１当初資料情報
（給与支払報告書）

【修正箇所】
寄附金（ふるさと納税）、寄附金（共同募金・日
赤支部）

【修正箇所】
寄附金（市町村・都道府県分【特例控除対
処】）、寄附金（共同募金・日赤支部、市町村・都
道府県分【特例控除対象外】）

【追加項目】（令和3年度分から）
摘要欄、給与_所得金額調整控除額、控除_基
礎、本人_ひとり親
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－１当初資料情報
（確定申告書、住民税申告書）

【修正箇所】
寄附金（ふるさと納税）、寄附金（共同募金・日
赤支部）

【修正箇所】
寄附金（市町村・都道府県分【特例控除対
処】）、寄附金（共同募金・日赤支部、市町村・都
道府県分【特例控除対象外】）

【追加項目】（令和3年度分から）
給与_所得金額調整控除適用区分、給与_所得
金額調整控除額、本人_ひとり親、内）収入_その
他雑、内）収入_業務雑、内）所得_その他雑、内）
所得_業務雑

令和2年12月3日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－５課税台帳情報
（課税情報）

【修正箇所】
寄附金（ふるさと納税）、寄附金（共同募金・日
赤支部）

【修正箇所】
寄附金（市町村・都道府県分【特例控除対
処】）、寄附金（共同募金・日赤支部、市町村・都
道府県分【特例控除対象外】）

【追加項目】（令和3年度分から）
給与_所得金額調整控除適用区分、給与_所得
金額調整控除額、本人_ひとり親、内）収入_その
他雑、内）収入_業務雑、内）所得_その他雑、内）
所得_業務雑

令和3年7月20日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム１
③他のシステムとの接続

国税連携システム、地方税ポータルシステム、
課税資料イメージ管理システム、収納消込シス
テム、口座管理システム、国民健康保険・国民
年金・後期高齢者医療・介護保険・児童手当等
の他の業務システム、コンビニ交付システム（令
和3年1月から）

国税連携システム、地方税ポータルシステム、
課税資料イメージ管理システム、収納消込シス
テム、口座管理システム、国民健康保険・国民
年金・後期高齢者医療・介護保険・児童手当等
の他の業務システム、コンビニ交付システム

事後

コンビニ交付システム稼働
に伴う稼働開始予定日の
削除

令和3年7月20日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム７
②システムの機能

給与・公的年金支払者などから・・・（略）

１　給与支払報告書や公的年金等支払報告書
等データのダウンロード
２　特別徴収税額通知書データの送信
３　申告データの審査及び照会
４　申請・届出データの審査及び照会

給与・公的年金支払者などから・・・（略）

１　給与支払報告書や公的年金等支払報告書
等データのダウンロード
２　特別徴収税額通知書データの送信
３　申告データの審査及び照会
４　申請・届出データの審査及び照会
５　ふるさと納税に係る申告特例通知書の送信

事前

申告特例通知書の電子送
付開始に伴う変更（令和４
年１月予定）

令和3年7月20日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号及び・・・

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号及び・・・

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号及び・・・

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号及び・・・

事後

番号法改正対応

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
①入手元

[○]本人または本人の代理人
[○]評価実施機関内の他部署　（　生活福祉課
障害福祉課　）
（以下省略）

[○]本人または本人の代理人
[○]評価実施機関内の他部署　（　生活福祉課
障害者支援課　）
（以下省略）

事後

組織名変更対応

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
⑦使用の主体

税務課、戸籍住民課、北部地区サービス事務
所、中央地区サービス事務所、南部地区サービ
ス事務所、西部地区サービス事務所、情報課
（※）

税務課、戸籍住民課、北部地区サービス事務
所、中央地区サービス事務所、南部地区サービ
ス事務所、西部地区サービス事務所、情報政策
課（※）

事後

組織名変更対応

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託

（　　5）件 （　　4）件

事後
委託業務終了による件数
減
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４

未定 株式会社　日立システムズ

事後

データセンターの運用委託
先を記載

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託

（記載省略） （すべて削除）

事後
データセンター稼働に伴い
バックアップデータの外部
保管委託終了のため削除

令和3年7月20日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転

[○]提供を行っている（　　63）件
[○]移転を行っている（　　39）件

[○]提供を行っている（　　64）件
[○]移転を行っている（　　40）件

事後
各所属あて調査結果を反
映

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先４

番号法第19条第8号 番号法第19条第10号

事後

番号法改正対応

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所

【目黒区における措置】
①令和２年１２月まで（予定）
・ システムのサーバ（システム障害時における
証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを含む。）は、区施設内にある専用の機
械室に設置保管し、電子錠による入退室管理、
監視カメラによる２４時間監視等により厳重な管
理を行う。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・バックアップデータを保存した電子記録媒体
は、別途遠隔地に保管し、委託により安全管理
措置が講じられた場所で管理する。
②令和３年１月以降（予定）
・ システムのサーバ群（システム障害時におけ
る証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入
室を厳重に管理している外部データセンターに
設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（以下省略）

【目黒区における措置】
・ システムのサーバ群（システム障害時におけ
る証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入
室を厳重に管理している外部データセンターに
設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
（以下省略）

事後

データセンター稼働に伴う
従前の措置の削除
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年7月20日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
７．備考

現行システムのデータセンター化に伴う構築・移
行業務（本特定個人情報ファイルの取扱いを含
む。）の委託を予定
①構築業務
・基盤環境運用業務の委託事項として実施
②移行業務
・システム運用・保守業務又は基盤環境運用業
務の委託事項として実施

（記載削除）

事後

データセンター化に向けた
構築・委託業務終了のため
削除

令和3年7月20日

Ⅲ　リスク対策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１　特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

（省略）
②データセンターにおける管理（令和３年１月以
降予定）
・ 特定非営利活動法人日本データセンター協会
が定める安全管理基準により高い安全性を確
保する。
・ データセンターの入館・サーバ室の入退室を
管理する設備を設ける。
・ 地震や火災など災害に対して、データ保全の
安全性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 機器の故障や保守など一部設備の停止時に
おいて、コンピューティングサービスを継続して
提供できる冗長構成の設備を設ける。
③バックアップデータの保管場所の管理
・ バックアップデータが格納された電子記録媒
体の委託による外部保管場所は、地震や火災
など災害に対して、媒体（データ）の保全の安全
性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 令和３年１月以降（予定）のバックアップデータ
は、データセンター内で管理する。
④本特定個人情報を取り扱う部屋の管理
（省略）

（省略）
②データセンターにおける管理
・ 特定非営利活動法人日本データセンター協会
が定める安全管理基準により高い安全性を確
保する。
・ データセンターの入館・サーバ室の入退室を
管理する設備を設ける。
・ 地震や火災など災害に対して、データ保全の
安全性・可用性を確保できる施設・設備とする。
・ 機器の故障や保守など一部設備の停止時に
おいて、コンピューティングサービスを継続して
提供できる冗長構成の設備を設ける。
・ バックアップデータは、データセンター内で管
理する。
③本特定個人情報を取り扱う部屋の管理
（省略）

事後

データセンター稼働に伴う
バックアップデータ保管場
所の変更を反映

令和3年7月20日

Ⅳ　その他のリスク対策
２．従業者に対する教育・啓発
従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

【目黒区における措置】
・関係職員(非常勤職員、臨時職員等を含む。)
に対して、初任時及び一定期間毎に、必要な知
識の習得のための研修を実施し、その記録を残
している。

【目黒区における措置】
・関係職員(会計年度任用職員を含む。)に対し
て、初任時及び一定期間毎に、必要な知識の習
得のための研修を実施し、その記録を残してい
る。

事後

制度改正対応

令和3年7月20日

Ⅴ　開示請求、問合せ
２．特定個人情報ファイルの取
扱いに関する問合せ
②対応方法

・問合わせがあった場合は、問い合わせの内容
と対応の経過について記録を残す。
・情報漏えい等に関する問合わせがあった場合
は、実施機関において必要な対応を行い、企画
経営部広報課報道・情報公開係に報告する。

・問合せがあった場合は、問合せの内容と対応
の経過について記録を残す。
・情報漏えい等に関する問合せがあった場合
は、実施機関において必要な対応を行い、企画
経営部行政情報マネジメント課に報告する。

事後

組織名変更対応、送り仮名
修正

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１　別表１　121の項追加

（記載なし）
「番号法別表第二の121の項」に係る事務を追
加

事後

番号法改正（予定）対応
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先6

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を移転先No.６として追加し、それ以降
の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先６　健康推進課　「健康増進法による健
康増進事業の実施に関する事務」を追加

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先16

【項目削除】
従前の移転先No.16を削除し、それ以降の項目
の移転先No.を繰り上げる。

移転先１６　介護保険課「介護保険法による地
域支援事業の実施に関する事務（地域支援事
業の実施要件の確認）」を削除

（記載なし）

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先34

（記載なし）

【項目追加】
次の項目を移転先No.３４として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先３４　子育て支援課　「公的給付の支給
等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座
の登録等に関する法律による特定公的給付の
支給を実施するための基礎とする情報の管理
に関する事務」を追加

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先8、9（変更前）

【移転先（課名）の変更】
保健予防課

【移転先（課名）の変更】
感染症対策課

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先18～25（変更前）

【移転先（課名）の変更】
障害福祉課

【移転先（課名）の変更】
障害者支援課

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先34、35（変更前）

【移転先（課名）の変更】
子ども家庭課

【移転先（課名）の変更】
子ども家庭支援センター

事後

移転先調査回答より

令和3年7月20日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先1～40（すべて）

⑥移転方法
庁内連携システム

⑥移転方法
専用線

事後 実態に合わせて修正
（最初のPIA当時は連携シ
ステム構築予定だったが、
実際は構築されなかったた
め）

令和4年12月16日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

・別表第2の1、・・・、117及び120の項 ・別表第2の1、・・・、117、120及び121の項 事後 番号法改正対応

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
①入手元

行政機関　独立行政法人等
（国税庁　年金保険者　地方公共団体情報シス
テム機構）

行政機関　独立行政法人等
（国税庁　年金保険者　地方公共団体情報シス
テム機構　内閣総理大臣）

事後 公的給付支給等口座の情
報連携開始に伴う番号法
改正対応
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－１　当初資料情報（年金支
払報告書）

－ 【項目追加】
・本人＿ひとり親

事後 年金支払報告書の項目追
加対応

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－１　当初資料情報（確定申
告書・住民税申告書）

・金額予備項目18 ・配当・株式等譲渡の申告不要制度適用区分 事後 確定申告書の項目追加対
応

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
別添２　特定個人情報ファイル
記録項目
１－５　課税台帳情報（課税情

・金額予備項目18 ・配当・株式等譲渡の申告不要制度適用区分 事後 確定申告書の項目追加対
応

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先12（変更前）

【項目削除】
従前の移転先No.12を削除し、それ以降の項目
の移転先No.を繰り上げる。

移転先１２　碑文谷保健センター「予防接種法に
よる給付の支給又は実費の徴収に関する事務」
を削除

（記載なし） 事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先25（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No２５として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先２５　障害者支援課「心身障害者の医療
費の助成に関する条例（昭和４９年３月東京都
条例第２０号）による医療費の助成に関する事

事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先26（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No２６として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先２６　障害者支援課「心身障害者等に対
する福祉タクシー利用券の交付に関する事務」

事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先27（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No２７として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先２７　障害者支援課「心身障害者等に対
する自動車の燃料費の助成に関する事務」を追

事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先29（変更後）

生活福祉課「中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律による
支援給付又は配偶者支援金の支給に関する事
務」の移転方法

「専用線」

生活福祉課「中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律による
支援給付又は配偶者支援金の支給に関する事
務」の移転方法

「紙」

事後 移転先調査回答より
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先43（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No４３として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先４３　臨時給付金課「公金受取口座登録
法第１０条の内閣総理大臣が指定する公的給
付(目黒区住民税非課税世帯等に対する臨時
特別給付金に関する事務)」を追加

事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先44（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No４４として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先４４　臨時給付金課「公金受取口座登録
法第１０条の内閣総理大臣が指定する公的給
付(目黒区電力・ガス食料品等価格高騰緊急支
援給付金に関する事務)」を追加

事後 移転先調査回答より

令和4年12月16日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
別表２　移転先45（変更後）

（記載なし） 【項目追加】
次の項目を移転先No４５として追加し、それ以
降の項目の移転先Noを繰り下げる。

移転先４５　臨時給付金課「公金受取口座登録
法第１０条の内閣総理大臣が指定する公的給
付(目黒区住民税均等割のみ課税世帯臨時特
別給付金に関する事務）」を追加

事後 移転先調査回答より

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム１
③他のシステムとの接続

[　]庁内連携システム
[○]宛名システム等

[○]庁内連携システム
[　]宛名システム等

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム２
③他のシステムとの接続

[　]庁内連携システム
[○]宛名システム等

[○]庁内連携システム
[　]宛名システム等

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム３
③他のシステムとの接続

[　]庁内連携システム
[○]宛名システム等

[○]庁内連携システム
[　]宛名システム等

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム４
①システムの名称
②システムの機能
③他のシステムとの接続

「団体内統合宛名システム」
について記載

「共通連携基盤システム」
についての記載に変更

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム５
②システムの機能

４　個人住民税システム接続
　　中間サーバーと団体内統合宛名システムと
の間で照会内容、提供内容、特定個人情報（連
携対象）等について連携する。

４　個人住民税システム接続
　　中間サーバーと共通連携基盤システムの団
体内統合宛名機能との間で照会内容、提供内
容、特定個人情報（連携対象）等について連携
する。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム５
③他のシステムとの接続

[　]庁内連携システム
[○]宛名システム等

[○]庁内連携システム
[　]宛名システム等

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り
扱う事務において使用するシス
テム
システム８
③他のシステムとの接続

[　]庁内連携システム [○]庁内連携システム 事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
５．個人番号の利用
法令上の根拠

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（以下「番号法」と
いう。）第９条第１項及び別表第一の１６の項並
びに主務省令（※）第１６条
※主務省令：行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律別表
第一の主務省令で定める事務を定める命令（平
成２６年内閣府・総務省令第５号）

・番号法（※１）第９条第１項及び別表第１の２４
の項
・別表第１主務省令（※２）第１６条
（※１）行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律（平成２５年
法律第２７号）
（※２）行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律別表第一の
主務省令で定める事務を定める命令（平成２６
年内閣府・総務省令第５号）

事前 番号法改正に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅰ　基本情報
６．情報提供ネットワークシステ
ムによる情報連携
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の次の項
並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省
令（※）の該当条項
・別表第2の1、2、3、4、6、8、9、11、16、18、20、
23、26、27、28、29、31、34、35、37、38、39、40、
42、48、53、54、57、58、59、61、62、63、64、65、
66、67、70、71、74、80、84、85の2、87、91、92、
94、97、101、102、103、106、107、108、113、
114、115、116、117、120及び121の項
【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の次の項
並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省
令（※）の該当条項
・別表第2の27の項
※主務省令：行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律別表
第２の主務省令で定める事務及び情報を定め
る命令（平成２６年内閣府・総務省令第７号）

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の３８の
項並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務
省令（※）の該当条項
【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号及び別表第２の次の項
並びに同項第２欄及び第４欄に規定する主務省
令（※）の該当条項
・別表第2の1、2、3、4、6、9、11、13、18、25、
32、34、37、38、39、40、41、42、47、48、49、51、
53、54、56、62、67、68、73、75、76、78、79、80、
81、82、83、84、89、90、97、104、114、116、
121、122、124、130、134、135、137、140、141、
142、147、148、149、151、152、155、157の項
※主務省令：行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律別表
第２の主務省令で定める事務及び情報を定め
る命令（平成２６年内閣府・総務省令第７号）

事前 番号法改正に伴う変更

令和5年9月1日
Ⅰ　基本情報
（別添１）事務の内容

団体内統合宛名システム 共通連携基盤システム 事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日
Ⅰ　基本情報
（別添１）事務の内容

（省略） （図中にガバメントクラウド範囲を記載し、これに
伴い矢印等を変更）

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使用
②入手方法

[　]庁内連携システム [○]庁内連携システム 事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

4件 5件 事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑥委託先名

株式会社イマージュ 株式会社　ニューコン 事後 実態に合わせて修正

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２
④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[　]その他（　　　　　　） [○]その他（ファイル転送サービス（親展通信）） 事後 運用の変更を反映
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項３
①委託内容

個人住民税システム・団体内統合宛名システム
を含む基幹系システムの障害監視作業、障害
復旧作業、パッケージアプリケーション保守作
業、ジョブスケジューリングや帳票印刷等のシス
テム運用作業、制度改正に伴う改修作業、職員
からの問い合わせに対する調査、作業指示に
基づくデータ抽出等

個人住民税システムの障害監視作業、障害復
旧作業、パッケージアプリケーション保守作業、
ジョブスケジューリングや帳票印刷等のシステ
ム運用作業、制度改正に伴う改修作業、職員か
らの問い合わせに対する調査、作業指示に基
づくデータ抽出等

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項３
⑧再委託の許諾方法

委託先から再委託の理由、再委託先の名称、
代表者及び所在地、再委託する業務内容、業
務における管理体制等を明示した再委託の申
請を受け、許諾の可否を判断

事前に書面による申請を受け、再委託内容・再
委託先・理由等により、許諾を判断する。許諾す
る場合には、再委託先事業者は、委託業者が
果たすべき安全管理措置と同等の措置を講ず
る能力のあることが確認された事業者に限定す
ることとし、委託業者は再委託先と締結する再
委託契約において、委託業者と同等の安全管
理義務を課すものとする。

運用の変更を反映

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項４

「基盤環境運用業務」について記載 「宛名システム運用・保守業務」についての記載
に変更

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項５

（記載なし） 共通連携基盤システム運用・保守業務
・・・（以下略）

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
提供・移転の有無

[○]提供を行っている（　　64）件
[○]移転を行っている（　　40）件

[○]提供を行っている（　　62）件
[○]移転を行っている（　　45）件

事前 番号法改正及び移転先調
査に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
提供先２
⑥提供方法

[○]電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [　]電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） 事前 光ディスクによる提供の廃
止に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
提供先１
別表１（提供先一覧）
提供先～提供先における用途

（省略） （デジタル社会の形成を図るための関係法律の
整備に関する法律（令和3年法律第37号）によ
る、行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律の改正を反
映）

事前 番号法改正に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
移転先１
別表２（移転先一覧）
No.7

移転する情報の対象となる本人
の数

１万人以上10万人未満 10万人以上100万人未満 事後 移転先調査に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
移転先１
別表２（移転先一覧）
No.1～28、30～45
移転方法

専用線 庁内連携システム 事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移転
移転先１
⑥移転方法

[　]庁内連携システム
[○]専用線

[○]庁内連携システム
[　]専用線

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所

【目黒区における措置】
・ システムのサーバ群（システム障害時におけ
る証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入
室を厳重に管理している外部データセンターに
設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータ
センター に設置しており、データセンターへの入
館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存し、バッ
クアップもデータベース上に保存する。
（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリ
ティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウド
の積極的な活用により共同化・集約化を図るた
め、地方公共団体情報システム機構により整
備・運用される中間サーバーの拠点

【ガバメントクラウド（※）における措置】
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
（※）ガバメントクラウド　地方公共団体における
国仕様準拠の情報システム等も利用可能な国
調達のクラウドサービス
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

【目黒区における措置】
・ ガバメントクラウド以外の環境のシステムにつ
いては、サーバ群（システム障害時における証
明書発行等の対応のため縮退運用環境用サー
バを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入室を
厳重に管理している外部データセンターに設置
する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。

【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータ
センター に設置しており、データセンターへの入
館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバ室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存し、バック
アップもデータベース上に保存する。
（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリ
ティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウド
の積極的な活用により共同化・集約化を図るた
め、地方公共団体情報システム機構により整
備・運用される中間サーバーの拠点

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
③消去方法

【目黒区における措置】
本特定個人情報ファイル内の保管期間が経過
したデータは、システムにて自動判別し、消去す
る。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
・特定個人情報の消去は目黒区からの操作に
よって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定
個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しで
きないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用
して完全に消去する。

【ガバメントクラウドにおける措置】
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委
託した開発事業者が既存の環境からガバメント
クラウドへ移行することになるが、移行に際して
は、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投
入、並びに利用しなくなった環境の破棄等を実
施する。

【目黒区における措置】
本特定個人情報ファイル内の保管期間が経過
したデータは、システムにて自動判別し、消去す
る。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
・特定個人情報の消去は目黒区からの操作に
よって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者が特定
個人情報を消去することはない。
・ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者において、保存された情報が読み出しで
きないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利用
して完全に消去する。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
６．特定個人情報の保管・消去
①保管場所

【目黒区における措置】
・ システムのサーバ群（システム障害時におけ
る証明書発行等の対応のため縮退運用環境用
サーバを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入
室を厳重に管理している外部データセンターに
設置する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。
【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータ
センター に設置しており、データセンターへの入
館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存し、バッ
クアップもデータベース上に保存する。
（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリ
ティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウド
の積極的な活用により共同化・集約化を図るた
め、地方公共団体情報システム機構により整
備・運用される中間サーバーの拠点

【ガバメントクラウド（※）における措置】
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
（※）ガバメントクラウド　地方公共団体における
国仕様準拠の情報システム等も利用可能な国
調達のクラウドサービス
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

【目黒区における措置】
・ ガバメントクラウド以外の環境のシステムにつ
いては、サーバ群（システム障害時における証
明書発行等の対応のため縮退運用環境用サー
バを除く。 ）は、入館及びサーバ室への入室を
厳重に管理している外部データセンターに設置
する。
・ システム障害時における証明書発行等の対
応のため縮退運用環境用サーバは、区施設内
にある専用の機械室（電子錠による入退室管
理、監視カメラによる２４時間監視等による厳重
な管理実施）又は外部データセンター（入館及
びサーバ室への入室の厳重管理実施）に設置
する。
・ システムで取り扱う特定個人情報は、サーバ
のデータベース内に保存する。
・ バックアップデータは、外部データセンター内
で管理する。

【中間サーバー・プラットフォームにおける措置】
①中間サーバー･プラットフォーム（※）はデータ
センター に設置しており、データセンターへの入
館及びサーバ室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバ室に設置された中
間サーバーのデータベース内に保存し、バック
アップもデータベース上に保存する。
（※）各地方公共団体の経費節減、セキュリ
ティ、運用の安定性の確保の観点から、クラウド
の積極的な活用により共同化・集約化を図るた
め、地方公共団体情報システム機構により整
備・運用される中間サーバーの拠点

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

72



（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
７．備考

（記載なし） ①個人住民税システムについては、令和７年度
までにガバメントクラウドに構築の国仕様に準
拠したシステムに移行予定
②上記移行に先立ち、関連システム間のデータ
連携等を担う共通連携基盤システム（庁内連携
システム）を構築（従来の団体内統合宛名シス
テム・申請管理システムも包含）をガバメントクラ
ウド上に構築
③上記移行に伴う既存システムデータは、移行
後速やかに消去する。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイル
記録項目

（省略） （記録項目として以下のものを追加）
５．団体内統合宛名機能記録項目（※１）
・宛名番号　・個人番号　・団体内統合宛名番号
・符号取得状況　・不開示・自動応答不可フラグ
設定情報
　（※１）情報提供ネットワークシステムを通じた
情報提供を行うため、共通連携基盤システムの
団体内統合宛名機能において別途保有する情
報

６．中間サーバー記録項目（※２）
・団体内統合宛名番号　・情報提供用個人識別
符号　　　　　・情報提供用の副本情報　・情報提
供等の記録　　　　　　・不開示　・自動応答不可
フラグ
　（※２）情報提供ネットワークシステムを通じた
情報提供を行うため、中間サーバーにおいて別
途保有する情報

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
２．特定個人情報の入手
リスク３：入手した特定個人情報
が不正確であるリスク
その他の措置の内容

（記載なし） 行政事務処理を通常の処理以外の方法で行っ
たときは、あらかじめ定めた手順・事例蓄積によ
り整理した的確な手順で行うとともに、記録内容
が適正かどうかを確認する。

運用の変更を反映
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
特定個人情報の提供・移転時には、情報の照
会及び提供（どの端末・職員が、どの住民の情
報についていつ参照を行ったか）の記録をデー
タベースに逐一保存することで、不正な入手を
防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　情報提供機能（※）により、情報提供ネット
ワークシステムにおける照会許可用照合リスト
を情報提供ネットワークシステムから入手し、中
間サーバーにも格納して、情報提供機能によ
り、照会許可用照合リストに基づき情報連携が
認められた特定個人情報の提供の要求である
かチェックを実施している。
２　情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供
ネットワークシステムから情報提供許可証と情
報照会者へたどり着くための経路情報を受領
し、照会内容に対応した情報を自動で生成して
送付することで、特定個人情報が不正に提供さ
れることを防止する。
３　特に慎重な対応が求められる情報について
は自動応答を行わないように自動応答不可フラ
グを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、
送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、セ
ンシティブな特定個人情報が不正に提供される
ことを防止する。
４　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。

（※）情報提供ネットワークシステムを使用した

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
〇特定個人情報の照会時には、情報の照会及
び提供（どの端末・職員が、どの住民の情報に
ついていつ参照を行ったか）の記録をデータ
ベースに逐一保存することで、不正な入手を防
止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報
提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照
合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワーク
システムに求め、情報提供ネットワークシステム
から情報提供許可証を受領してから情報照会を
実施することになる。つまり、番号法上認められ
た情報連携以外の照会を拒否する機能を備え
ており、目的外提供やセキュリティリスクに対応
している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※
３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイ
ン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末
の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領
を行う機能
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワー
クシステムを使用した特定個人情報の提供に係
る情報照会者、情報提供者、事務及び特定個
人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断する
ために使用するもの
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク２：安全が保たれない方
法によって入手が行われるリス
ク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
　情報提供ネットワークシステムとの全ての連携
（接続）は、団体内統合宛名システムを介して中
間サーバーが行う構成となっており、情報提供
ネットワークシステム側から、本区の業務システ
ムへのアクセスはできない。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
２　情報連携においてのみ、情報提供用個人識
別符号を用いるように制御しており、不正な名
寄せが行われることを防止する。

＜中間サーバーにおける措置＞
１　中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を
確保している。
２　中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
３　中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特
定個人情報のデータベースを管理し、アクセス
制御している。

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
○情報提供ネットワークシステムとの全ての連
携（接続）は、共通連携基盤システムの団体内
統合宛名機能を介して中間サーバーが行う構
成となっており、情報提供ネットワークシステム
側から、本区の業務システムへのアクセスはで
きない。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
○中間サーバーは、特定個人情報保護委員会
との協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理す
る情報提供ネットワークシステムを使用した特
定個人情報の入手のみ実施できるよう設計され
るため、安全性が担保されている。

【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を
確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク３：入手した特定個人情報
が不正確であるリスク
リスクに対する措置の内容

中間サーバへの連携にあたっては事前に十分
なテスト及び検証を行い、不正確な入手を防止
する。

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
①中間サーバーとの連携に当たっては、事前に
十分なテスト及び検証を行い、不正確な入手を
防止する。
②中間サーバーからの情報照会結果の内容
は、改変は行わない。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
〇中間サーバーは、個人情報保護委員会との
協議を経て、内閣総理大臣が設置・管理する情
報提供ネットワークシステムを使用して、情報提
供用個人識別符号により紐付けられた照会対
象者に係る特定個人情報を入手するため、正確
な照会対象者に係る特定個人情報を入手する
ことが担保されている。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク４：入手の際に特定個人
情報が漏えい・紛失するリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
中間サーバーと団体内統合宛名システムの連
携は、LGWAN、庁内ネットワーク及びサーバー
間のみの通信とすることで、漏えい・紛失を防止
する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　中間サーバーは、情報提供ネットワークシス
テムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応してい
る（※）。
２　既存システムからの接続に対し認証を行い、
許可されていないシステムからのアクセスを防
止する仕組みを設けている。
３　情報照会が完了又は中断した情報照会結果
については、一定期間経過後に当該結果を情
報照会機能において自動で削除することによ
り、特定個人情報の漏えい・紛失を防止する。
４　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。

（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシ
ステムを使用して特定個人情報を送信する際、
送信する特定個人情報の暗号化を行っており、
照会者の中間サーバーでしか復号できない仕
組みになっている。そのため、情報提供ネット
ワークシステムでは復号されないものとなってい
る。

＜中間サーバーにおける措置＞
１　中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、安全性を
確保している。
２　中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
３　中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特
定個人情報のデータベースを管理し、アクセス
制御している。

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
〇中間サーバーと団体内統合宛名システムの
連携は、LGWAN、庁内ネットワーク及びサー
バー間のみの通信とすることで、漏えい・紛失を
防止する。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①中間サーバーは、情報提供ネットワークシス
テムを使用した特定個人情報の入手のみを実
施するため、漏えい・紛失のリスクに対応してい
る（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、
許可されていないシステムからのアクセスを防
止する仕組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果
については、一定期間経過後に当該結果を情
報照会機能において自動で削除することによ
り、特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽
減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシ
ステムを使用して特定個人情報を送信する際、
送信する特定個人情報の暗号化を行っており、
照会者の中間サーバーでしか復号できない仕
組みになっている。そのため、情報提供ネット
ワークシステムでは復号されないものとなってい
る。

【中間サーバー･プラットフォームにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、漏えい･
紛失のリスクに対応している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失の
リスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務
は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監
視・障害対応等であり、業務上、特定個人情報
へはアクセスすることはできない。

事前
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク５：不正な提供が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
特定個人情報の照会・提供時には、情報照会・
情報提供（どの端末・職員が、どの住民の情報
についていつ参照を行ったか）の記録をデータ
ベースに逐一保存することで、不正な提供を防
止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　情報提供機能（※）により、情報提供ネット
ワークシステムにおける照会許可用照合リスト
を情報提供ネットワークシステムから入手し、中
間サーバーにも格納して、情報提供機能によ
り、照会許可用照合リストに基づき情報連携が
認められた特定個人情報の提供の要求である
かチェックを実施している。
２　情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供
ネットワークシステムから情報提供許可証と情
報照会者へたどり着くための経路情報を受領
し、照会内容に対応した情報を自動で生成して
送付することで、特定個人情報が不正に提供さ
れることを防止する。
３　特に慎重な対応が求められる情報について
は自動応答を行わないように自動応答不可フラ
グを設定し、特定個人情報の提供を行う際に、
送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、セ
ンシティブな特定個人情報が不正に提供される
ことを防止する。
４　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。

（※）情報提供ネットワークシステムを使用した

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
〇特定の権限者以外は情報の照会及び提供が
できず、さらに、情報照会・情報提供記録をデー
タベースに逐一保存することで、不適切な方法
で特定個人情報がやりとりされることを防止す
る。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供
ネットワークシステムに送信する情報は、情報
照会者から受領した暗号化鍵で暗号化を適切
に実施した上で提供を行う仕組みになってい
る。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可
用照合リストを管理する機能。

【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、不適切な
方法で提供されることを防止する。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失を
防止する。
③中間サーバーの保守・運用を行う事業者にお
いては、特定個人情報に係る業務にはアクセス
ができないよう管理を行い、不適切な方法での
情報提供を行えないよう管理している。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク６：不適切な方法で提供さ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
特定の権限者以外は情報の照会及び提供がで
きず、さらに、情報照会・情報提供記録をデータ
ベースに逐一保存することで、不適切な方法で
特定個人情報がやりとりされることを防止する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　セキュリティ管理機能（※）により、情報提供
ネットワークシステムに送信する情報は、情報
照会者から受領した暗号化鍵で暗号化を適切
に実施した上で提供を行う仕組みになってい
る。
２　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可
用照合リストを管理する機能。

＜中間サーバーにおける措置＞
１　中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、不適切な
方法で提供されることを防止する。
２　中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失を
防止する。
３　中間サーバーの保守・運用を行う事業者に
おいては、特定個人情報に係る業務にはアクセ
スができないよう管理を行い、不適切な方法で
の情報提供を行えないよう管理している。

【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
〇特定の権限者以外は情報の照会及び提供が
できず、さらに、情報照会・情報提供記録をデー
タベースに逐一保存することで、不適切な方法
で特定個人情報がやりとりされることを防止す
る。

【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供
ネットワークシステムに送信する情報は、情報
照会者から受領した暗号化鍵で暗号化を適切
に実施した上で提供を行う仕組みになってい
る。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可
用照合リストを管理する機能。

【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネッ
トワークシステムとの間は、高度なセキュリティ
を維持した行政専用のネットワーク（総合行政
ネットワーク等）を利用することにより、不適切な
方法で提供されることを防止する。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで漏えい･紛失を
防止する。
③中間サーバーの保守・運用を行う事業者にお
いては、特定個人情報に係る業務にはアクセス
ができないよう管理を行い、不適切な方法での
情報提供を行えないよう管理している。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク７：誤った情報を提供して
しまうリスク、誤った相手に提供
してしまうリスク
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システム及び団体内統合宛名シ
ステムにおける措置＞
・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの
措置
　提供・移転する情報のシステム的な論理チェッ
クを行い、誤った情報が作成されることを防止す
る。
・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの
措置
　番号法に基づき認められる情報に限り、認め
られた相手にのみ提供・移転できる仕組みに
なっている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
１　情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供許
可証と情報照会者への経路情報を受領した上
で、情報照会内容に対応した情報提供をするこ
とで、誤った相手に特定個人情報が提供される
ことを防止する。
２　情報提供データベース管理機能（※）によ
り、情報提供データベースに不要なデータを取
り込まないよう制御を行うとともに、接続端末に
て情報提供データベースの内容を目視により確
認することで、誤った特定個人情報を提供してし
まうことを防止する。

（※）特定個人情報を副本として保存・管理する
機能。

＜業務システム及び共通連携基盤システムに
おける措置＞
【誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの
措置】
〇提供・移転する情報のシステム的な論理
チェックを行い、誤った情報が作成されることを
防止する。
【誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの
措置】
〇番号法に基づき認められる情報に限り、認め
られた相手にのみ提供・移転できる仕組みに
なっている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワーク
システムに情報提供を行う際には、情報提供許
可証と情報照会者への経路情報を受領した上
で、情報照会内容に対応した情報提供をするこ
とで、誤った相手に特定個人情報が提供される
ことを防止する。
②情報提供データベース管理機能（※）により、
情報提供データベースに不要なデータを取り込
まないよう制御を行うとともに、接続端末にて情
報提供データベースの内容を目視により確認す
ることで、誤った特定個人情報を提供してしまう
ことを防止する。
（※）特定個人情報を副本として保存・管理する
機能。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
６．情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
情報提供ネットワークスステム
との接続に伴うその他のリスク
及びそのリスクに対する措置

＜その他のリスク＞
接続の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリ
スク。
＜リスクに対する措置の内容＞
【個人住民税システム及び団体内統合宛名シス
テムにおける措置】
情報提供ネットワークシステムとの全ての連携
（接続）は、団体内統合宛名システムを介して中
間サーバーが行う構成となっており、情報提供
ネットワークシステム側から、区の業務システム
へのアクセスはできない。
【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
１　中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻及び操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕
組みになっている。
２　情報連携においてのみ、情報提供用個人識
別符号を用いるよう制御することにより、不正な
名寄せが行われることを防止する。
【中間サーバーにおける措置】
１　中間サーバーと既存住基システム、情報提
供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュ
リティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全
性を確保している。
２　中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
３　中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特
定個人情報のデータベースを管理し、アクセス
制御している。

＜その他のリスク＞
接続の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリ
スク

＜リスクに対する措置の内容＞
【業務システム及び共通連携基盤システムにお
ける措置】
〇情報提供ネットワークシステムとの全ての連
携（接続）は、共通連携基盤システムの団体内
統合宛名機能を介して中間サーバーが行う構
成となっており、情報提供ネットワークシステム
側から、区の業務システムへのアクセスはでき
ない。
【中間サーバー・ソフトウェアにおける措置】
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻及び操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕
組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識
別符号を用いるよう制御することにより、不正な
名寄せが行われることを防止する。
【中間サーバーにおける措置】
①中間サーバーと既存住基システム、情報提供
ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリ
ティを維持した行政専用のネットワーク（総合行
政ネットワーク等）を利用することにより、安全性
を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保し
ている。
③中間サーバーでは、地方公共団体ごとに特
定個人情報のデータベースを管理し、アクセス
制御している。

事前 共通連携基盤システム導
入に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

（省略） （以下の記載を追加）
【ガバメントクラウドにおける措置】
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ＩＳＭＡＰ）のリストに登録
されたクラウドサービスから調達することとして
おり、システムのサーバー等は、クラウド事業者
が保有・管理する環境に構築し、その環境には
認可された者だけがアクセスできるよう適切な
入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

（省略） （以下の記載を追加）
【ガバメントクラウドにおける措置】
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団
体情報システムのガバメントクラウドの利用に関
する基準」に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)
又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基
準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助
者」をいう。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが
提供するマネージドサービスにより、ネットワー
クアクティビティ、データアクセスパターン、アカ
ウント動作等について継続的にモニタリングを
行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やＤＤｏｓ
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したＡＳＰ又はガバメン
トクラウド運用管理補助者は、導入しているＯＳ
及びミドルウエアについて、必要に応じてセキュ
リティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やＡＳＰ又はガバメントクラウド
運用管理補助者の運用保守地点からガバメント
クラウドへの接続については、閉域ネットワーク
で構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国
及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御
を講じる。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク１：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
⑨過去3年以内に、評価実施機
関において、個人情報に関する
重大事故が発生したか
再発防止策の内容

（記載なし） 情報セキュリティに関する事故が発生した場合
には、その対処後、原因を究明し、情報セキュリ
ティ対策の見直し・再周知等を行い、再発を防
止する。

行政情報マネジメント課記
載例に合わせて変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取
扱いプロセスにおけるリスク対
策
７．特定個人情報の保管・消去
リスク３：特定個人情報が消去
されずいつまでも存在するリス
ク
消去手順
手順の内容

消除後一定期間経過したデータは、システム機
能により消去している。

【目黒区における措置】
①法令等の定めによる保存期間が経過した
データは一定期間経過後消去する。
②消去の際は、物理的な破壊、消去ソフトの使
用等により、判読不能な状態にする。
【ガバメントクラウドにおける措置】
〇データの復元がなされないよう、クラウド事業
者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に
準拠したプロセスにしたがって確実にデータを
消去する。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅳ　その他のリスク対策
１．監査
②監査
具体的な内容

（省略） （以下の記載を追加）
【ガバメントクラウドにおける措置】
〇ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は
定期的にISMAP監査機関リストに登録された監
査機関による監査を行うこととしている。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅳ　その他のリスク対策
３．その他のリスク対策

＜その他のリスク＞
中間サーバーでの安定的なシステムの運用監
視ができなくなるリスク。
＜リスクに対する措置の内容＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用・監視を実現する。

【その他のリスク①】
中間サーバーでの安定的なシステムの運用監
視ができなくなるリスク
【リスクに対する措置の内容】
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ＩＴリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用・監視を実現する。
【その他のリスク②】
ガバメントクラウドに係るその他のリスク
【リスクに対する措置の内容】
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いに
ついては、当該業務データを保有する地方公共
団体及びその業務データの取扱いについて委
託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理
補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーション
の運用等に障害が発生する場合等の対応につ
いては、原則としてガバメントクラウドに起因す
る事象の場合は、国はクラウド事業者と契約す
る立場から、その契約を履行させることで対応
する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象
の場合は、地方公共団体に業務アプリケーショ
ンサービスを提供するASP又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協
議を行う。

事前 ガバメントクラウド移行に伴
う変更
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（別添３）変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和5年9月1日

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・
利用停止請求
②請求方法
特記事項

目黒区公式ホームページにおいて請求に必要
な様式及び請求方法を公表する。

目黒区公式ウェブサイトにおいて請求に必要な
様式及び請求方法を公表する。

事後 実態に合わせて修正

令和5年9月1日

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・
利用停止請求
④個人情報ファイル簿の公表
個人情報ファイル名

個人情報業務登録簿に記載の名称 個人情報ファイル簿に記載の名称 事後 個人情報保護法改正に伴
う変更

令和5年9月1日

Ⅴ　開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・
利用停止請求
④個人情報ファイル簿の公表
公表場所

目黒区総合庁舎本館1階区政情報コーナー 目黒区総合庁舎本館１階区政情報コーナー、目
黒区公式ウェブサイト

事後 個人情報保護法改正に伴
う変更

令和5年9月1日
Ⅵ　評価実施手続き
１．基礎項目評価
①実施日

令和1年10月11日 令和5年9月1日 PIA再実施に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅵ　評価実施手続き
２．国民・住民等からの意見の
聴取
②実施日・期間

令和元年11月15日から令和元年12月16日まで 令和5年12月1日から令和6年1月4日まで PIA再実施に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅵ　評価実施手続き
２．国民・住民等からの意見の
聴取
①方法

区報に実施についての記事を掲載するととも
に、区公式ホームページ及び総合庁舎その他
区有施設において評価書（変更案）を公開し、意
見を受け付ける。

区報に実施についての記事を掲載するととも
に、区公式ウェブサイト及び総合庁舎その他区
有施設において評価書（変更案）を公開し、意見
を受け付ける。

事後 実態に合わせて修正

令和5年9月1日
Ⅵ　評価実施手続き
３．第三者点検
①実施日

令和2年2月3日 令和6年2月5日 PIA再実施に伴う変更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイル
記録項目
１－５．課税台帳情報

（省略） 以下の記録項目を追記
・森林環境税額
・森林環境税＿免除額
・森林環境税＿免除年月
・森林環境税＿免除事由

森林環境税創設に伴う変
更

令和5年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概
要
（別添２）特定個人情報ファイル
記録項目

・差引年税額 ・差引住民税額 森林環境税創設に伴う変
更
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